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概　要

2011年の福島第一原子力発電所事故以降、日本では再生可能エネルギーなどによる小
規模発電の需要が高まり、それらの研究開発が急務となった。このため欧米で研究開発
が盛んな「空中風力発電」の研究に着手した。
空中風力発電は上空の大気境界層域に定常的に存在する強風を利用するため風力発電

装置をカイト・気球・グライダーなどにより運搬し発電する風力発電方式である。
空中風力発電は大きく 2種に分けられ、風車及び発電装置そのものを運搬し、発電を

行い、送電線を介して電力を地上に送る「フライゲン方式 (Fly-Gen)」と、発電装置を
地上に配置し、風車を空中に運搬し、チェーン・スプロケットあるいはプロペラシャフ
トにより発電機を駆動させ発電する「グラウンド・ゲン方式 (Ground-Gen)」方式が存
在する。
本研究においてはGround-Gen方式のうち、係留ロープテザーと風車を接続し、プロ

ペラシャフト機構として発電機に回転動力を伝達する風車運搬式発電と、カイトのテ
ザーを巻き取るウィンチリールに発電機を接続し、カイトの係留張力を利用したポンピ
ング運動方式発電の研究を実施した。
第 1章では日本のエネルギー政策の変遷や各種再生可能エネルギーを紹介し、従来型

風力発電の問題点など研究に至った経緯について説明する。 また空中風力発電の方式
などについて紹介し、欧米における空中風力発電の研究開発状況と日本における空中
風力発電の状況について述べた。第 2章ではヘリウムガス気球空中浮上風車を使用した
ロープ・プロペラシャフト空中風力発電実験を行い、その問題点を検証し、その後の研
究方針を定めた。第 3章ではロープ・プロペラシャフト機構で使用するためのロープを
選定するため、綿・クレモナ・ナイロンの３種類のロープ引張強度や動力伝達などの機
械的特性について検証を行った。第 4章では本研究で多用する FDM方式 3Dプリント
部品の強度低下の原因究明とその対策法を検討した。第 5章では空中へ運搬することを
目的とした軽量・高剛性風車をカーボン・ファイバー強化プラスチックと 3Dプリント
造形部品により開発し、その性能を風洞実験により検証した。第 6章では風車を運搬す
ることを目的とした浮体として連凧に着目し、連凧の力学特性について従来の単機カイ
トの計算を基に張力予測計算法を確立した。また、連凧浮体とロープ・プロペラシャフ
ト機構による風車運搬方式発電実験を実施した。第 7章では、風車運搬方式による発電
は損失が大きく、迅速な実用化には困難を伴うため、ポンピング運動方式による空中風
力発電の研究を行った。中でもこれまで実用化において重要な役割を果たす地上発電装
置の設計法が確立されていなかった.このため試作機を開発し実験を実施した。また地
上発電装置の計算式を立て、実験値と計算値を検証し、地上発電装置の設計法を確立し
た。第 8章では風車運搬方式とポンピング運動方式の「エネルギー効率」「経済性」「安
全性」に関する比較検討を行った。第 9章では全体を総括した。
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1 日本のエネルギー政策の変遷－各種再生可能エネルギー
と空中風力発電の概要

本論文は、再生可能エネルギー発電法として欧米で注目を集めている “Airborne Wind

Power Generation(AWPG)”もしくは“High AltitudeWind Power Generation(HAWPG)

”を和訳した「空中風力発電」において、発電機を地上に設置したGround-Gen方式の
実用化に向けた発電に関する実験やその検証などの基礎研究について論じる。

1.1 研究背景

1.1.1 90年代後半から 2010年までの日本のエネルギー事情

20世紀末より石油・石炭をはじめとした資源エネルギーの枯渇が世界的に問題視さ
れるようになり、1997年 12月には第三回気候変動枠組条約締約国会議 (通称COP3)に
おいて二酸化炭素排出量の削減目標を定めた京都議定書が採択された。
しかし、資源エネルギー庁による「エネルギー白書 2018」によると、京都議定書締

結後の 2000年及び 2010年の我が国のエネルギー供給量は 22～23 × 1018[J]であるにも
かかわらず、原子力及び石油をはじめとする化石燃料によるエネルギー供給量は、93～
94%と高水準を維持している (Fig. 1.1)。これは、当時の国の方針が、水力や風力をは
じめとした「再生可能エネルギー」「非化石エネルギー」等と称される発電方法よりも、
高効率型原子力発電を重視していたことに由来する。

Fig. 1.1 日本のエネルギー供給割合の推移 1)
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1.1.2 東日本大震災によるエネルギー事情の変化

2011年 3月 11日に発生した東日本大震災は、死者・行方不明者 18,524人という未曾
有の被害をもたらすと同時に、我が国の電力エネルギーの課題を浮き彫りにした。以下
に示す課題が明らかになり、同時に対策が講じられた 2)。

1. 震災に伴い発生した福島第一原子力発電所の事故により、エネルギーの自立・コ
スト・温室効果ガス排出低減効果等の観点から、基幹電源と位置づけられていた
原子力発電への信頼が失われた。このため、原子力発電所の監督省庁である経済
産業省外局資源エネルギー庁原子力安全・保安院は、環境省外局原子力規制委員
会へと移行し、新たな安全基準の創設とその施行に基づく監視規制と緊急時対策
訓練の強化、段階的かつ安全な原子炉の廃炉を可能にする手段の研究等を開始し
た。そのため国内の各原子力発電所は長期間停止し、Fig. 1.1に示すように、事
故以前の 2010年統計値が 11.2%であったのに対し、2014年には一時 0%となった。
2015年に九州電力川内原子力発電所が新基準に適合し、2017年には関西電力高浜
原子力発電所が適合し、再稼働を開始した。

2. 震災と同時に電力供給は逼迫し、計画停電が実施された。家庭や企業といった需
要側における節電の協力や、自家発電設備導入による分散型エネルギー供給の増
強、長期休止中の火力発電所の再稼働などにより、その後の停電等による大規模
被害の回避には成功した。このことから、従来の大規模電源による電源供給形態
による内在リスクや、電気の融通を可能とする連系線等の設備制約の存在が顕在
化した。この対策として、電力源の一極集中による停電リスクを回避する目的で、
2016年に電力事業法が改正された。これにより、企業・家庭向けの電力販売の全
面自由化が開始され、小規模発電とその販売も開始された 3)。

3. 原子力発電に依存していたことにより、ほとんど顧みられてこなかった再生可能
エネルギーを含めた多様なエネルギー源の活用が、これまで以上に求められるこ
ととなった。また、多様なエネルギー源を前提とした電力供給システムへの転換
が必要であることが明らかになった。そのため、太陽光・風力・水力などに代表
される再生可能エネルギー発電の設置・研究及びそれらによる発電電力の買取促
進といった、国や自治体及び公共団体による各種補助金を用いた普及支援が開始
された 4)–6)。

本研究は上記３に該当する「再生可能エネルギーの研究」に寄与するものである。

1.2 再生可能エネルギーの種類

再生可能エネルギーの一例として「太陽光発電」「風力発電」「水力発電」があるが、
この他にも数多くの再生可能エネルギーが存在する。ここでは風力発電を除く、6種類
の再生可能エネルギーについて、白書など関連資料 1), 2)を基に分析し、独自の解釈のも
とに説明する。
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太陽光発電

受光性半導体の原理を利用した太陽電池を使用した発電方法で、光エネルギーを直接
電気に変えることができる。太陽電池は、地球温暖化の原因となる二酸化炭素や有害ガ
スを排出せず、太陽光が受光可能であれば機器の寿命まで発電し続けることが可能な発
電装置である。
現在までの技術開発により変換効率が向上し、導入及び運用コストも低下したため、

住宅用の電源としても普及し始めている。国内では、1MW以上の発電施設を一般的に
「メガソーラ」(Fig. 1.2参照)と称している。このメガソーラが東日本大震災以降に急
増している。
短所は、上記のように機器の寿命まで受光するかぎり発電し続けるため、2018年 7月

豪雨の際には、電池の表面積の大きさ故に飛散事故が発生し、浸水・土砂崩れなどの際
に感電事故が発生するといった危険性が挙げられる 7)8)。

太陽熱発電

太陽光を反射板等により一点に集光することでスターリングエンジンなど、外燃機関
加熱部を加熱し、駆動・回転させて発電する方法である。アメリカやスペインでは、太
陽熱発電のプラントも建設されている 9)。日本では 2016年に、三菱日立パワーシステム
ズが環境省の委託を受けて、神奈川県横浜市の同社工場敷地内に実験発電場を建設し、
太陽熱発電の公開実験を実施した 10)。
長所は前述の太陽光パネルと異なり、太陽光温水機などと併用することで夜間の発電

も可能になるほか、導入費用が太陽光と比較し安価である。短所は太陽光発電同様に広
範囲にわたり設備を必要とするほか、日照時間が長い場所でなければ運用することがで
きないことである。（Fig. 1.3参照 ）。

地熱発電

地熱発電は、地熱貯留層まで生産井と呼ばれる井戸を掘削し、熱水や蒸気を汲み出し
発電するものである。他の再生可能エネルギーと比較すると、気象条件に影響されるこ
となく安定した電力供給が可能である。実用化されている地熱発電では、地熱貯留層か
ら約 200～350℃の蒸気と熱水を採取し、気水分離器で分離した後、蒸気によりタービ
ンを回し発電する「フラッシュ方式」と、80～150℃の中高温熱水や蒸気を熱源として
水よりも低沸点の媒体を加熱し、蒸発させてタービンを回し発電する「バイナリー方
式」とがある。
Fig. 1.4に示す八丁原発電所はその両方を運用している。また、実験段階にあるもの

として、高温岩体発電方式（HDR：Hot Dry Rock）がある。このほかに地熱資源を活
用する一連の技術も包含して地熱井涵養地熱系技術（Enhanced Geothermal Systems：
EGS）とも呼ばれる。
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また、温泉にスターリングエンジンを設置し、発電機を駆動させて発電させた場合も
広義の地熱発電と称されている。我が国は非常に多くの温泉を有しており、当該発電方
式は有望であるとされているが、利権問題などに起因する様々な問題から研究及び実用
的な普及には至っていない 11)。

水力発電

水の位置エネルギーを利用し、タービンを回転させる発電方法である。我が国で最も
普及した再生可能エネルギーである。従来の水力発電は、大型のダムや水路を建造し、
放出する大量の水を利用しタービンを回転させるものである。この場合、ダム等の建造
に多額のコストが必要となる。また、大規模水力発電用ダムの多くの場合は、山林や村
落を水没させるといった環境破壊につながる問題も指摘されている。
この大規模水力発電に変わり、現在注目を集めているのが小・中規模水力発電である。

我が国では、出力 1,000[kW] 以下で水路式およびダム式の従属発電である水力発電が、
「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」により新エネルギーとして位置づけ
られている。
中・小水力発電としての規模の明確な定義はなく、国や機関によってその基準は異な

る。10,000∼50,000[kW]の間で中小水力と大規模水力の境界が定義されることが多い。
具体的な導入事例としては、小型の河川やFig. 1.5に示すような農業用水路、上下水道
などへの設置が進められている。

バイオマス発電

バイオマスとは、生物資源（バイオ/Bio）の量（マス/Mass）の意味であり、エネル
ギーとして再利用可能な動植物から生成された有機性資源である。バイオマスエネル
ギーは、地球規模で見てCO2バランスを壊さない（カーボンニュートラル）エネルギー
である。木質バイオマスなどは燃焼による熱を利用した発電や、化学的に得られたメタ
ンやメタノールなどの自動車用燃料としての活用まで、その利用分野は広がっている。
バイオマス燃料の種類は複数存在し、廃棄物に処理を施した廃棄物系、産業廃棄物など
の逆有償の処分義務が伴わない未利用系、植物などをエネルギー利用することを目的に
した生産系の 3つに大別できる。
バイオマス資源は大量に存在しているが分散しているため、その収集・輸送コストが

必要になることが課題である。また、そのままでは利用できないため、前処理が必要と
なる。なお、ブラジルなどの海外では、サトウキビからエタノールを生産しガソリンの
代替燃料として用いており、ヨーロッパや米国では木質系バイオマスとして間伐材の利
用が進んでいる。国内では、食品廃棄物や屎尿を利用した廃棄物系や、林業における間
伐材を利用した木質系などによるバイオマス燃料発電の研究開発がなされている (Fig.

1.6参照)12)。
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海洋発電

海洋発電とは海洋エネルギーを利用した発電方法の総称である。波力発電、潮流・潮
汐・海流発電、海洋温度差発電等がそれにあたる。波力発電は Fig. 1.7に示すような
波のエネルギーを利用した発電システムである。潮流発電は潮流の運動エネルギーを
利用し、一般的にはタービンにより回転エネルギーに変換させて発電する方式である。
　潮流発電と同様に、海水の流れを利用した発電技術として、潮汐力発電と海流発電が
挙げられる。潮汐力発電は、潮汐に伴う潮位差を利用してタービンを回して発電する方
式で、水力発電の応用である。海洋温度差発電（Ocean Thermal Energy Conversion：
OTEC）は、海面などの表層の温かい海水（表層水）と深海の冷たい海水（深層水）と
の温度差を利用する発電技術である。
以上の再生可能エネルギーの概要と長所・短所をTable 1.1にこれらを記す。

Fig. 1.2 神奈川県営湘南ベルマーレ愛川太陽光発電所 8)

Fig. 1.3 三菱日立パワーシステムズ集光型太陽熱発電システム試験設備 10)

5



Fig. 1.4 大分県八丁原地熱発電所 11)

Fig. 1.5 水路を利用した小水力発電 (株式会社 ENE代表天白守秀氏提供)
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Fig. 1.6 生物化学的ガス化方式バイオマス資源エネルギー利用の流れ 12)

Fig. 1.7 スペインMutriku波力発電所 13)
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Table 1.1 再生可能エネルギーの概要・長所短所一覧
名称 概要 長所 短所

太陽光発電

受光性半導体の原理
を利用した太陽電池
を使用した発電方法
である。

導入・運用コストが
安価である。,運用段
階では有毒ガスの排
出がない。

夜間は運用できな
い。
太陽光を受光すると、
機材が破損しても発電
し続け制御不能になり
感電事故が起きる可能
性がある。

太陽熱発電

太陽光を集光し熱を
採取する太陽炉を使
用し、外燃機関を加
熱することで発電機
を駆動し発電する方
式のこと。

蓄熱により夜間発電
も可能である。
太陽光発電と比較し
コストが安価である。

砂漠などの日照時間が
長く、広大な土地を使
用できる場所に限られ
る。

地熱発電

温泉の高温蒸気によ
りタービンを直接駆
動させたり、温泉を
熱源として外燃機関
を加熱することで発
電機を駆動し発電す
る方式のこと。

気象による影響を受
けにくい。,余剰熱は
火力発電同様に温室
として利用できる。

日本においては温泉
などの利権問題によ
り普及には至ってい
ない。

小水力発電

１ [MW]以下の水の
位置・運動エネル
ギーを利用した発
電法のこと。

既存の水路などへの
設置が容易であり導
入コストが安価であ
る。
基礎的な設計法は大
規模水力と変わらな
いため従来技術をそ
のまま使用できる。

水利権問題により設
置が容易ではない場
合が多い。

バイオマス発電

屎尿などの廃棄物
や、植物によるア
ルコールなどの可
燃性燃料を利用し
た発電方法のこと。

二酸化炭素バランス
を崩さない。
廃棄物系は材料費安
価である。

廃棄物などの収集コ
ストがかかる。
農業従事者が買取単
価の高い燃料用植物
を栽培に切替えるこ
とで食料自給率が下
がる。

海洋発電

波力発電、潮流・潮
汐・海流発電、海洋
温度差発電の総称で
ある。

海に面した場所ある
いは海中であれば原
則運用が可能。

現時点においては、
研究事例は他の再生
可能エネルギーに比
べ少ない。
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1.3 従来の風力発電

1.3.1 風力発電概要

風車・風力タービンによって風力を回転エネルギーに変換し、その回転を直接または
増速機を経た後に発電機に伝達し、電気エネルギーに変換する発電技術が風力発電であ
る。風の運動エネルギーは、風車の風を受ける面積、ならびに、風速の 3乗に比例する。
そのため理論上では、風速が 2倍になると風力エネルギーは 8倍になる。したがって、
風車による発電の原則は、より風の強い場所に、大型で効率良く受風することが重要と
なる。
また、風力発電は風の運動エネルギーの最大 30～40％程度を電気エネルギーに変換

できるなど、高効率であることがその特徴として挙げられる。ただし、風のエネルギー
を風車の回転エネルギーに変換する効率を指す出力係数は風車の形式と運転条件よって
異なる。また効率は、風速と翼の先端の速度の比（周速比）により異なることから、風
速に適した回転速度であることも重要である。これらの詳細は第２章以降にて述べる 2)。

1.3.2 風力発電の種類

風力発電は、発電規模や設置場所、風車の形態などによって多種多様な種類があり、
ここではその一部を紹介する。風車の区分としては、軸方向を指す「水平軸」と「垂直
軸」と、使用する力の種類は、「揚力型」と「抗力型」に分けられる。そこからさらに
Fig. 1.8に示す種別に分類できる。

Fig. 1.8 風力発電の区分と種類 14)
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1.3.3 従来型風力発電の課題

従来型風力発電の大きな課題は、「経済性」「安全性」「風況」の 3点である。官公庁
及び民間の企業が公表している費用と建設コストを基に作成したものがTable 1.2であ
る 15)–17)。
建設コストは施工費用と発電電力の除算の値である。資源エネルギー庁が計上してい

る値や、小売価格から算出した 20[kW]未満級の建設コストが 146∼155 [万円/kWh]と
高い値を示している。 これは中型風車 (II)に比べて、初期費用に対する発電量が少な
いことに起因する。マイクロ風車に関しては資料が少なく風力発電装置施工を行う株式
会社日本風洞製作所に対して取材を実施した。
その結果、マイクロ風車は設置後メンテナンスをせず故障が発生した場合は廃棄する

使い捨て風力発電装置が主流である。そのため計算は四種の風車小売価格より建設コス
トを算出し、これを平均化した。その結果 85,332[円/kWh]と他と比較して安価になる
ことがわかった 18) 。　
次に安全性の問題である。世界各国で倒壊・破損事故が相次ぎ、2013年の報告では全

世界で毎年 100件の風力発電所の事故があるとされ、同書では、これが「氷山の一角で
あり、未報告事故が多数存在している」とも指摘している 19), 20)。風力発電における主
な事故原因は、暴風・落雷などの自然現象、設計・施工不良などの風車の故障、メンテ
ナンス・運用の不備などの人的要因などに分類される。事故原因の割合をFig. 1.9に示
す 21) 。このうち最も多い事故原因である自然現象に対しては、近年では一定以上の気
象条件に達すると風力タービンを横倒しにする「可倒式風車」や、落雷に対してタービ
ンブレード先端部に雷誘導用の電極と電線を設置するといった対策が講じられている。
いずれの対策方法も、より効果的にするために研究開発が進められているが、十分な対
策普及には未だ至っていない。
次に風況の問題である。Fig. 1.10から 1.12までの各図は、日本・カナダ・ヨーロッ

パの高度別風況図である。この図例からもわかるように、山間部や地上の起伏の影響を
受け、風速が低下する。国土の約 70%が山地・丘陵地である日本において大きな問題と
言える 22)–25)。このため、小型風車を地上付近に設置した場合、低風速によりその発電
量が低くなる。そのため、起伏による影響が少なくなる高度 50[m]付近に、設置コスト
の高い大型風車を設置しなければならなくなり、普及率を下げている要因のひとつであ
ると考えられる。

Table 1.2 2017年 8月時点の風車の規模別の発電量及び各種費用
分類 定格出力 [kW] 一機あたりの初期費用 [万円] 建設コスト [円/kWh]

大型風車 16) 1,000 以上 23000∼600000 153,000∼240,000

中型風車 (I)16) 500 ∼1000 18000∼300000 240,000∼300,000

中型風車 (II)16) 50 ∼500 15000 375,000

小型風車 17), 18) 1∼50 26∼390 1,460,000∼1,550,000

マイクロ風車1 ∼1 8.7∼180 85,322(参考値)

10



Fig. 1.9 風力発電装置の事故原因の割合 21)

Fig. 1.10 日本の年平均風速 (a)地上高 30m, (b)地上高 50m22)
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Fig. 1.11 カナダの年間平均風速 (a)地上高 30m,(b)地上高 50m23)

Fig. 1.12 地上高 50mのヨーロッパの年間平均風速 24)
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1.4 空中風力発電とは

空中風力発電は、1980年にアメリカ・Lawrence Livermore National Laboratoryの技
術者マイルス・L・ロイド氏が提唱した風力発電の方法で、カイト・グライダー・気球
などを利用し、タワーなどを使用することなく大気境界層域の風力を取得する風力発電
の種別全体を指す 26)。この方式はタワー建造の必要がないため、タワー建造コストが
発生しないことや、耐久限界以前に地上へ降下させ収納することで、風車タワー倒壊に
相当する事故を防ぐことも可能である。また、風車・発電機などに不具合が生じた場合
でも、地上で整備できるため、整備コストを抑え、タワー式に比べて頻繁に点検するこ
とが可能であり、安全性を向上することができる。しかし、ロイド氏がこの発電法を提
唱した 1980年当時は、材料や通信機器が現在に比べて発達していなかったことや、風
力発電自体が黎明期であったため、普及には至らなかった。
現在の空中風力発電は、航空機用軽量材料や通信機器の研究が進歩した 1998年にオ

ランダ・デルフト工科大学教授ウッボ・オッケルス氏が航空宇宙学の研究として始めた事
に端を発する。2000年代半ばからアメリカやヨーロッパ各地で研究が開始され、2010年
には世界で初めて空中風力発電に関する国際会議”Airborne Wind Energy Conference”
がアメリカ・カルフィオルニア州スタンフォードにて開催された。それ以後、世界的に
知名度が上がり、2017年現在、隔年でこの国際会議は開催され、19カ国から 43団体、
総参加者数 189人が参加した。また、EUにおいては新科学技術・イノベーション政策
『Horizon 2020』に基づき、同研究に従事する EU圏の各研究機関に研究助成を行って
いる。具体的な助成額は 1.5章に記述する 27)。以上より、空中風力発電は、現在注目を
集めている研究分野である。発電方式は、 Fig. 1.13に示す発電機と風車の両方を上空
に運搬して発電を行う「Fly-Gen方式」と、地上の発電機を駆動させる「Ground-Gen

方式」の 2方式に大別できる。これは発電機の設置箇所を意味する「Ground(地上)」あ
るいは「Fly(飛行)」と「Generating(発電)」を掛け合わせた空中風力における造語であ
る。Fly-Gen方式はアメリカで主流の方式で、気球やグライダーに発電機及び風車を直
接搭載するため、地上設備が不要という長所がある。その反面、大規模発電装置を上
空へ運搬する必要があるため、発電装置をはじめとした重量物が落下する危険が伴う。
Ground-Gen方式は、さらに大きく 2種類に分類される。世界的に最も主流な方式はFig.

1.14(a)に示す「ポンピング運動方式」である。ポンピング方式はカイト・グライダー
などを 8の字軌道で飛行させ、上昇した際に係留テザーがウィンチ兼発電機を逆回転さ
せることで発電する。降下時に張力を失ったテザーを巻き戻し、これ繰り返し行う発電
方法である。
日本国内で研究が進められているのが Fig. 1.14(b)に示す「風車運搬方式」である。

風車を空中へ運搬し、プロペラシャフトやベルトなどの従来の機構を利用し、地上の発
電機へ動力を伝達して発電する方式である。これらの空中風力発電の長所と短所を簡単
にまとめたものをTable 1.3に示す。
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Fig. 1.13 Fly-Gen方式模式図

Fig. 1.14 (a)ポンピング運動発電方式模式図， (b)風車運搬方式模式図
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Table 1.3 3方式別空中風力発電の長所と短所
分類 長所 短所

Fly-Gen方式
風車・発電装置を運搬する
ため伝達機構による損失が
ない。

風車・発電装置などの重量
物落下の危険が伴う。

ポンピング運動方式
風車を使用しないため、
損失は発電装置内部損失
のみ。

上空機とその制御法・地上
装置を開発する必要がある。

上空機の制御動力が必要に
なる

風車運搬方式
チェーンなどの従来技術に
より対応できる。

機械要素数が増加するため
動力損失が増える。

1.5 世界の空中風力発電

2017年 10月時点で、当該研究の実施を公表している海外の団体は、確認した限りで
40団体あり、これとは別に日本では 25団体がある。今回、海外の複数の企業・研究機関
に対し、先行研究の状況把握のため、直接の取材とアンケート調査を実施した。ここで
は 1.4節 で紹介した方式の代表的な研究機関で回答を得られた情報について紹介する。

Ampyx Power

2008年に設立された空中風力発電機器の製造開発を行うベンチャー企業である。オ
ランダ・デルフト工科大学系のベンチャー企業であり、前述の「Horizon 2020」により
1,050万EUR(日本円:13億円)の助成をEUから受けている。自動制御グライダーを利用
したポンピング運動方式発電を採用している。2017年時点での最大発電電力は 10[kW]

である。2019年までにプラットフォームとグライダーを組み合わせた 2MW級発電施
設の開発計画を公表している。Fig. 1.15は、計画中の 2MW級発電施設AP4を示して
いる。

Windswept and Interesting

Windswept and Interesting社（以下、W&I社）はイギリス・スコットランドのベン
チャー企業で、2010年に研究を開始した。ストラスクライド大学 (グラスゴー)と共同研
究開発を行っている。複数のロータリーカイトを上空へ運搬し、テザーの張力により回
転動力を伝達するロープチューブプロペラシャフトを使用した風車運搬式発電法 (Fig.

1.16参照)を採用している。現在までの平均電力は 200W、最大瞬間電力は 450Wで、具
体的な最大発電目標を設定せず、小型風車並列配置よる総電力の増大や、機器の販売を
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開始している。発電装置一式とその発電システムは、オープンソースとしているため、
研究と発電方式の普及を同時に行っている。

Kitewinder

Kitewinderは、2014年に活動を開始したフランス・ボルドーのベンチャー企業であ
る。チェーンスプロケット機構型の風車運搬方式発電を採用しており、この機構はフラ
ンスで特許を取得している。地上側では 100[W]発電機交流 220[V]、120[Wh]、総重量
5[kg]の簡易風車運搬式発電装置「Kiwee」を開発している。(Fig. 1.17参照) この風車
は、上空 50[m]を基準とし最大 120[m]までダイニーマ・テザーを延長して動力を採取す
ることが可能である。また、2018年 11月の時点で、Kiweeの先行販売予約を開始して
いる。

Makani Power

Makani Power は 2006年に活動を開始したアメリカのベンチャー企業ある。2013年
にインターネット検索サイト世界最大手のGoogle社に買収され、傘下企業になった。ア
メリカで主流の Fly-Gen方式を採用しており、高度 100∼400[m]の上空に風車を 8基搭
載した大型グライダーXにより円形軌道を飛行させることで、600[kW]の発電を目指し
ている。(Fig. 1.18参照)

Fig. 1.15 Ampyx Power AP3 発電施設 28)

16



Fig. 1.16 Windswept and Interesting社 発電実験 29)

Fig. 1.17 Kitewinder Kiwee 発電実験 30)

Fig. 1.18 Makani Power X31)
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1.6 日本における空中風力発電

デルフト工科大学における取材活動によれば、世界的に見てAmpyx Powerの設立が
2008年であり、Airborne Wind Energy Conferenceの第 1回が 2010年に開始されたが、
日本で該当する研究が開始されたのは 2013年以降である。

Fig. 1.19 2017年 3月敦賀における合同実験

1.7 研究目的

上記のように国内における空中風力発電の研究は、アメリカやオランダといった海外
の先進研究機関に比べて 5年から 10年の遅れをとっている。この原因は、風力発電そ
のものの社会的な普及率の低さや、その中でも当該発電方法の認知度が低いことなどか
ら、研究を行う企業や大学などが少なく、開発速度が極めて遅いことに起因する。また
本研究は、日本の航空法等の法令などの観点から、普及に関して多くの課題を有してい
る。研究を開始した 2014年当時は、研究報告そのものが少なかった 32)–34) 。
そのため本研究は、Ground-Gen方式空中風力発電により発電を実際に行うことで、

将来の実用化に向け知見を得ることを目的とした。このため、それを実行するのに必要
な個別の要素技術の研究を実施した。

1. 気球利用空中浮上型風車による空中風力発電を実施し、運用に伴う長所と短所を
検討するための研究
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気球に直接タービンブレードを設置し風車にする「空中浮上風車」による風車
運搬方式Ground-Gen発電が 2014年当時注目を集めていた。カイトと異なり気球
は設計法が確立されていたためである。しかし、これを利用した発電実施例は少
なくその発電性能や運用上の問題点についての検証は十分ではなかった。このた
め実際に発電実験を行い検証した。

2. 風車から動力を伝達するプロペラシャフトとして利用するロープの強度と動力伝
達能力に関する実験を三種類のロープで実施し、最適なロープを選定する研究
空中浮上風車実験においてロープの強度などの材料特性と動力伝達性能につい
て検証する必要が生じた。このため実施の発電を想定したねじりを加えた状態で
の引張試験やねじり試験により材料特性を検証した。また、プロペラシャフトと
しての性能を検証するため種類別・本数別の動力伝達実験を実施した。

3. ３Dプリンタ樹脂射出部に冷却装置を設置し適切な温度管理のもと成型すること
で、風車製造に不可欠な 3Dプリント部品の強度を向上する研究
空中浮上風車実験の結果、気球などの浮体と風車は分ける必要があると断定し
た。このため軽量風車の開発に着手した。軽量風車の製造に不可欠な３Dプリン
ト成形部品の強度が射出成形品に比べ劣る問題が発生した。３Dプリンタ射出部
に冷却装置を設置し温度制御を実施した結果射出量が安定することがわかった。
そのため引張試験で強度が向上し射出成形品と同等になる事を確認しその理由を
研究した。

4. 軽量かつ高い剛性を有する風車製造のため、炭素繊維・3Dプリント部品複合材
に関する材料工学・加工学研究と、風車の性能を検証する流体力学的研究
軽量風車の開発において 3Dプリント部品と炭素繊維による複合材を使用した。
これによりねじ止締結部や翼型部などで一定の精度を獲得するとともに、軽量高
強度な風車を制作した。この風車の性能を検証する風洞実験を実施した。

5. 風車運搬装置として利用する連凧の計算法と、種別ごとの長所と短所を検証する
航空工学的研究
風車を上空へ運搬する手段として連凧を使用することとした。しかし連凧に関
する研究例がないことが判明したため、二種類の連凧方式の力学的特性と運用上
の特性を検証した。

6. ポンピング運動方式による空中風力発電を実施し、これに不可欠な地上発電装置
設計法を確立する機構学的研究
ポンピング運動方式の発電を開始するにあたり地上発電装置の明確な設計法が
確立されていないことが判明した。このため発電機特性などを考慮に入れ、地上
発電装置から得られる終段の電力を予測する計算式を立て実際の発電実験と比較
し、設計方法を確立する研究を行った。

そしてこれらの要素技術の研究により得られた知見から、風車運搬法とポンピング運
動法の 2種類のGround-Gen方式空中風力発電の優位性や問題点を比較検討した。
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1.8 本論文の構成

本論文は第 2章から第 5章まで 2014年度から 2016年度までの期間実施した風車運搬
方式について、第 6章においては 2017年度以降実施したポンピング運動方式による発
電について論じている。詳細な構成を以下に示す。
第 2章では、「ヘリウムガスバルーン・ロープ・プロペラシャフト動力伝達法」につ

いて発電実験を実施し、その特性や長所及び短所を検討した。
第 3章では、ロープ・プロペラシャフト動力伝達法に使用する係留テザーの引張強度

特性や動力伝達特性を検証し、後段の研究に最適な係留テザーを選定した。
第 4章は、本研究に多用する FDM方式３Dプリント部品の引張強度試験を実施し、

従来の３Dプリント部品の課題であった強度低下の原因と、その改善方法について研
究を実施した。
第 5章は、風車運搬方式発電を目的とした、軽量高剛性の風車を設計・開発した。こ

れを風洞実験により性能を測定し、その問題点などを検証した。
第 6章は、上空への風車などの機材の運搬方法として、カイトとカイトを接続する連

凧を提案した。連凧方式の運用上の特性と力学特性の検証を実施した。また連凧により
風車を運搬し、ロープ・プロペラシャフト動力伝達法により発電実験を実施し、その結
果を考察した。
第 7章は、ポンピング運動方式発電に必要な地上発電システムの設計及び計算を実施

し、発電実験の結果とその解析の結果を検証した。これにより、ポンピング運動方式地
上発電システムの設計方法を確立した。
第 8章は、二種類の発電方式を総合的に比較検討し目的別の長所と短所を考察し、第

9章では論文全体をまとめている。

20



2 空中浮上風車・ロープ・プロペラシャフト発電法

2.1 空中浮上型風車による空中風力発電法の概要

第１章で述べたように 2014年時点では研究報告例が少なく、空中風力発電そのもの
が黎明期であり、多くの発電手法が考案された 34)–36)。九州大学応用力学研究所新川教
授らは 2013年以前より「エアリアル風車によるエネルギー取得の試み」と題して空中
風力発電の研究を開始した 37), 38)。彼らはロケット型ヘリウム気球の側面にタービンブ
レードを接続し、気球自体を風車としたものを開発した。また、気球先端ノーズコーン
部にナイロンなどの高分子ロープテザーを接続し、ねじり剛性を利用しトルクを伝達す
るプロペラシャフト機構として利用し、地上の発電機に回転を伝達するロープ・プロペ
ラシャフト法を実施する段階から研究は開始された。新川らはこの浮上風車のトルクや
張力などを計測する研究を進めていた。
本実験では、この空中浮上型風車を用いた発電の実現可能性を確認するため、発電実

験を建物屋上で実施し、その電力値や運用上の問題などを考察し、本発電方式の課題を
明らかにする。また、これを考察することでその後の研究の方針を定める。
Fig. 2.1(a)に実際の風車の写真を、Fig. 2.1(b)にこの空中浮上型風車の模式図を示

す。Table 2.1にロケット型気球の寸法・仕様を、Table 2.2にタービンブレードの寸法・
構成要件を示す。

Fig. 2.1 (a)ロケット型ヘリウム気球式空中浮上型風車，(b)空中浮上型風車の発電模式図

Table 2.1 ロケット型ヘリウム気球寸法及び仕様
名称 単位 数値

直径 m 1.3

全長 m 8.2

重点ガス容量 l 18

被膜厚 mm 0.13

搭載可能重量 kg 8.0
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Table 2.2 タービンブレードの寸法及び仕様
名称 単位 数値/材料

枚数 枚 3

幅 m 8.2

投影面積 m2 0.8

取付角 deg 14

材料 プラスチック段ボール

2.2 発電実験概要

2014年 5月 10月に、九州大学応用力学研究所屋上にて空中浮上型風車を利用した発
電実験を実施した。この実験の目的は以下の三つである。：

1. 空中浮上型風車を利用した発電が現実的に可能なのか実現可能性を確認する。

2. ３種類の抵抗器を接続し、本方式における発電電力の差を検討する。

3. この発電装置の運用上の問題点を検討する。

Fig. 2.2に計測装置の模式図を示す。実験方法は、発電機に抵抗値R[Ω]を有する抵抗
器を接続し、発電電圧E[V]をデータロガーで計測し、オームの法則から式 (2.1)により
電力 P [W]に変換し、検証する。

P =
E2

R
[W ] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (2.1)

Fig. 2.2 空中浮上型風車発電実験における計測装置の模式図
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2.3 発電条件

この実験時の風速記録をFig.2.3に示す。この風速記録は応用力学研究所から最も近
い気象観測拠点である福岡空港観候所の気象記録情報を参照している。Table 2.3は、建
物高度等の実験条件を記している。Figs. 2.4および 2.5は実際の実験装置と実験の様子
を示している。

Fig. 2.3 福岡空港観候所実験時風速記録 39)

Fig. 2.4 発電装置全体像
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Fig. 2.5 空中浮上風車による空中風力発電実験の様子

Table 2.3 実験条件・実験装置
要素 単位・メーカー名 数値・名称

日時 YYYY/MM/DD/HH:MM
2014/05/10/13:54 ∼

2014/05/10/14:59(3900秒)

建物高度 m 30

係留ロープテザー長 m 20

発電機 スカイ電子 SKY-HR200

抵抗器 Ω 30/120/220

データロガー グラフテック GL220

2.4 発電実験結果

この実験では、220、120、30[Ω]の順で抵抗器を換装し、発電を実施した。Table 2.3

と Fig. 2.6はその結果を示している。抵抗器の換装は 300秒以上の実験を行った上で、
ある程度風が止み安全を確認した上で換装した。220[Ω]と 120[Ω]の発電電力を比較す
ると、120[Ω]は平均発電電力は 0.18[W]小さく、最大発電電力は 0.11[W]大きく、ほぼ
誤差範囲である。これは実験を実施した時間帯の平均風速はほぼ一定であったことによ
るものである。このうち、３種の抵抗値の中で最も高い発電機の回転トルクが高トルク
となる 30[Ω]を使用した実験は、実験時間帯の風速が Fig. 2.3から分かるように最も大
きい。この時、瞬間最大ならびに平均発電電力が最も大きい値を示した。

Table 2.4 空中浮上型風車発電実験発電実験
抵抗値 [Ω] 時間 [sec](hh:mm:ss) 平均発電電力 [W] 瞬間最大電力 [W]

220 380(13:54:00∼14:00:20) 0.71 1.82

120 443(14:00:20∼14:06:43) 0.53 1.93

30 3077(14:06:43∼14:59:00) 3.16 19.14
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Fig. 2.6 上空浮上風車による空中風力発電時の発電量
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2.5 考察

この実験における平均電力について考察する。一般的に風車の出力 Pは風車面積 S、
風速 v、空気密度 ρ、出力係数CP より次式より求める。

P =
1

2
CPSρν

3 [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (2.2)

この風車に関する過去の研究からCP = 0.033と仮定し、測候所観測風速 v = 6 ∼ 9[m/s]

を用いて計算すると風車動力 P は 12.4 ∼ 42.0[W]となる 36), 37)。風速の差はあるもの
の、実際の平均発電電力 PEは 0.53 ∼ 3.16[W]と差があることがわかる。入力動力 PIN

と出力電力 (あるいは動力)POUT の割合を示す発電効率 (あるいは動力効率)ηは次式よ
り求めることができる。

η =
POUT

PIN

× 100 [%] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (2.3)

この場合平均発電電力 PE=POUT であり、風車動力 P = PIN として計算する。計算
の結果、入力動力に対する発電電力の効率は η = 4.25 ∼ 7.52[%]となる。発電機のメー
カ仕様書より 220[Ω]及び 120[Ω]の場合の η値は約 80%、30[Ω]の場合は約 66[%]である
ため、ロープ・プロペラシャフトによる平均入力動力 PE·IN は約 0.53∼7.52[W]と推定
される。
同様に、式 (2.3)を使用しプロペラシャフトの動力伝達効率を求める。この場合PE·IN =

POUT であり、風車動力P = PIN として計算する。その結果はプロペラシャフトの段階
で動力伝達効率が 5.31∼11.4[%]である。これはプロペラシャフトの段階で動力が大き
く損なわれていること示唆している。
また発電機に関して、本実験に使用した SKY-HR200は発電機のメーカー仕様書によ

れば低トルク高回転型発電機である 40)。したがって本来この発電機は 220[Ω]などの高
抵抗値抵抗器を接続し、高回転で運用することに向いている。しかしながら本実験にお
いて最も高い電力値を示したのは 30[Ω]抵抗器である。30[Ω]の場合、発電機の回転時
に高いトルクを必要とするため風速が低速である場合は風車が回転することができず停
止してしまうが本風車は回転を維持していたことから風速上昇により高トルクを発生し
ていたものと推察する。220[Ω]などの低トルク時に高回転に至らなかったことと合わせ
て、この風車が低トルク高回転型ではなく、高トルク低回転型であったことを示唆して
いる。
これらの考察より、それぞれの要因に対して以下の課題が明らかになった。空中浮上

風車の出力係数や回転速度などの性能に関しては、数値計算法や小型模型を使用した風
洞実験により性能向上を図るか、目的に即した風車を設計する必要がある。なお、再設
計を選択した理由に関しては後述する。ロープ・プロペラシャフト機構に使用するロー
プそのものの特性検証を実施し、適切なロープを選定する。
また、実験計画段階から想定しこれを確認した長所、実験を実施したことで得られた

短所の考察を行った。長所と短所はそれぞれ以下に挙げられる。
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長所

• 晴天であれば地上付近が無風状態であっても風車を空中に運搬することができる。

• 気球の設計法は確立されているため、設計段階で運搬可能なロープやタービンブ
レードなどの貨物重量（ペイロード）を確定することができる。

• 軟式気球を使用しているため墜落事故発生時に被害を最小限に抑えることがで
きる。

短所

• ヘリウムなどを利用した気球はヘリウムガス運用専門業者の手配の必要がある。
天候不良により中止することがあるため、キャンセル料など費用の問題がある。

• 専門業者などの作業従事者が増えるため、空中風力発電の特徴の一つでもある少
人数運用による発電作業の機動性の妨げとなる。

• 気球・飛行船は原則的に強風域では飛行状態が不安定になり、墜落などの危険を
伴う。そのため、強風により電力が増加する風力発電の原則と気球の安定飛行は
本来相反する。

これらの課題や長所・短所を検討した結果、ヘリウムガス気球方式は本発電方式には
不適当と判断し、気球以外のカイトなどの方法で風車を空中に運搬する方式を研究する
こととした。以上の考察より、風車運搬式Ground-Gen方式の研究においては以下の三
つの研究を実施する。

• ロープの材料及び動力伝達特性に関する研究（3章）

• 空中運搬を目的とした軽量風車の設計開発の研究（5章）

• 風車を運搬することのできる気球以外の方法の研究（6章）

2.6 まとめ

本章では、空中浮上型風車を用いた発電の実現可能性を確認するため、発電実験を建
物屋上で実施し、その電力値や運用上の問題などを考察した。本発電方式の課題を明ら
かにし、これを考察することでその後の研究の方針を定めた。
今回の実験でロケット型気球を利用した空中浮上風車によるロープ・プロペラシャフ

ト機構型Ground-Gen方式による発電は可能であることを確認した。また本研究の結果
から以後の風車運搬式Ground-Gen方式の研究において、「ロープ」「風車」「空中への
運搬方法」の三つの研究を進めることとした。
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3 プロペラシャフト用ロープに関する研究

3.1 先行研究

一本のロープをプロペラシャフトとして利用する研究はほとんど例がない。Fig. 3.1(a)
に示す英W&I社による空中風力発電装置は「ロープ・チューブ・プロペラシャフト機
構」と称する方式を採用しており、広義ではこれもロープ・プロペラシャフト機構に
該当する。ロープ・チューブ・プロペラシャフト機構は、その名に示すように複数のテ
ザーをチューブ状に配置し、一本のシャフトとして利用することで効率的に動力を伝達
している 41)。英W&I社に近い地上設置発電として、同軸複タービン発電機 (Coaxial

Multi-turbine generator)というものが存在する (Fig. 3.1(b)参照)。しかし、この方式
は 1991年に米国で特許出願が行われたが、以降に継続的な研究の記録はない 42)。
ロープ利用以外のプロペラシャフト機構による空中風力発電の例として、米Douglas

Spriggs Selsam社による Serpentine Wind Turbineがある。これは柔軟性のある塩化ビ
ニールパイプ端部にブレードを接続し、竹とんぼ型の風車を複数接続することで、プロ
ペラシャフトそのものを空中風車として利用する発電手法である。同方式は 2001年に
特許を取得しているが、研究記録は確認することができなかった 43)。
風力発電以外でこれに近い機構として、多層鋼線コイルを利用し回転動力を伝達する

「たわみ軸」あるいは「フレキシブルシャフト」と呼ばれる機構が存在し、トルク伝達
効率やねじり剛性に関する研究が多数存在する。しかし軸長が 1メートル超級での運用
や、コイルそのものに張力荷重をかけた場合の動力伝達に与える影響に関する研究は確
認できなかった。なぜなら、たわみ軸は医療機器や計測機器などの用途に使われ、高剛
性ワイヤーメッシュホースなどにコイル軸を内包することが一般的であり、ねじりに由
来する素線ごとの張力以上の張力に関する研究が必要ないためである 44)–46)。
ロープおよび繊維の機械的特性に関する研究は少なくない。綿のヤング率に関する研

究や、鋼線ワイヤーロープやナイロンロープの強度に関する研究、屋外露爆劣化に関す
る研究が行われ、鋼線ワイヤロープは JISにより規定されている 47)–54)。しかしながら、
ねじりに関する特性や今回サンプルとして使用したロープの特性に関する研究例は筆者
が知る限りない。

3.2 実験方法

本節では風力発電のためのロープテザーを用いたプロペラシャフト機構における動力
伝達の実用性を確認するため、ロープテザーのねじりと引張強度試験を行い、その結果
を述べる。

3.2.1 ロープテザーの種別・編み方

検証対象のロープとして、広く一般に普及しており、入手性のよい「綿」「クレモナ」
「ナイロン」の 3種を選択した。JIS規格を基にTable 3.1にこの 3種のロープの一重掛
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Fig. 3.1 (a)W&I社のロープ・チューブ・プロペラシャフト機構、(b)同軸複タービン発
電機

け時の基本的特性について示す。検証対象のテザーロープの掛け方は、「一重掛け」「二
重掛け」「三重掛け」の 3種で、ロープを一周の輪として引張試験・動力伝達試験を行っ
た。そのため「一重掛け」「二重掛け」「三重掛け」はそれぞれテザーの輪の数を指して
いる。

Table 3.1 各ロープの特性 55), 56)

ロープ種別 綿 クレモナ ナイロン

長所
摩擦等の熱に
耐久性が高い

メンテナンスやロ
ープワークが容易

衝撃・摩擦・強
度などが高い

短所
天然繊維である
ため腐食しやすい

石油製品特有の
劣化が発生し、
熱に弱い

石油製品特有の
劣化が発生し、
熱に弱い

許容応力 [MPa] 79.6 70 257

線密度 [g/m] 10.5 8.3 7.9

3.2.2 ロープテザー強度評価実験 - 実験方法

強度評価実験では、引張試験機で単純な引張試験を実施し、100[N]ごとに伸び長と
ロープ直径をマイクロメータにて計測し、縦弾性係数・ポアソン比・横弾性係数を求
める。
またこれとは別に破壊張力と伸び長を計測する引張試験も実施する。そのほかにFig.

3.2(a)に示す閂型治具に摩擦による結束 (本結び)で一重掛けを行い、引張張力を加える
ことでその強度を評価する。その引張試験の模式図を Fig. 3.2(b)に示す。Fig. 3.2(a)

図中の黒い治具は、試験機取り付け後も治具を回転することが可能である。
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このためロープを回転させ、プロペラシャフトのねじりを再現し引張試験を実施し
た。実際のロープロペラシャフトでは、「よじり現象」やそれがコブ状になる「キンク
現象」が発生する。
多くの繊維は、キンク現象が発生した場合に繊維巻摩擦熱により強度が低下し、破断

の原因になるとされている 50)。そのためこれを再現し、回転数別の強度変化を調べる
必要がある。先行研究においては、可回転治具とモータをチェーンドライブ機構により
接続し、ねじれ回転と張力を同時に加え、ねじれ回転数と破断荷重を計測している。こ
れらの引張試験の詳細条件をTable 3.2に示す。
また、ロープのねじりによる反トルクと横方向のひずみを計測するためFig. 3.2(c)に

示す様に端部に穴の空いた金属棒に張力計を設置し、その張力を計測し、金属棒長との
積よりトルクを求める。また、金属棒接触部のロープ直径を計測することで直径方向の
ひずみを求める。

Fig. 3.2 (a)閂型ロープ引張試験用治具、 (b)引張試験模式図、(c)トルク計測試験模式図

Table 3.2 引張試験の試験条件
要素 数値/名称

引張速度 30 mm/min,

ロープ種類 綿・クレモナ・ナイロンロープ
回転回数 0,20,40,50
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3.2.3 ロープテザー強度評価実験 - 実験結果

Fig. 3.3(a)に事前にねじれ方向に 20回回転させたロープの強度の計測結果を示す。
回転後、引張荷重 F と変位 δを計測した。綿ロープの引張荷重 F を徐々に増加したと
ころ、F = 82[N]、δ = 119[mm]で破断した。これは一般的な綿ロープの公称耐荷重
992[N]に対し 8.2[%]の値である。同様のF − δ曲線がクレモナロープでも見られた。た
だし破断荷重が F = 125[N]、δ = 206[mm]に増加した。これは一般的なクレモナロー
プの公称耐久力 880[N]に対し 14[%]の値である。一方、ナイロンロープでは破断荷重が
F = 350[N]に増加した。一般的なナイロンロープの公称耐久力 3217[N]に対し 10.8[%]

の数値を示した。しかし、破断伸び δ = 167[mm]はクレモナロープの破断伸びに比べ
39[mm]低下した。Fig. 3.3(b)にロープの破断荷重 F とねじり回転数Rの関係を示す。
3種類のいずれのロープにおいてもねじり回転数Rが増加するとロープの破断荷重F は
低下した。
ロープは外力などの外的要因が加わるかロープ繊維間の摩擦により破断する。このた

め破断張力が公称荷重を下回ったのはねじりを加えたことが原因と考える。外力は加え
ていないため、摩擦がねじり回転数Rと共に増加し、ロープの引張り強度 F を低下さ
せることをこの結果は示唆している。また引張試験による縦弾性係数・横弾性係数・ポ
アソン比・真応力とねじり回転実験の結果から計算した横弾性係数の結果を Table 3.3

に示す。
また Fig. 3.3(c)はねじり回数と横弾性係数の変化を示している。ねじり実験の結果

と引張試験の結果を比較すると、横弾性係数はナイロン・クレモナの二種に関しては近
似した値を示した。しかし綿ロープに関しては 3分の１の値を示している。これはねじ
りの横弾性係数を計算する場合ねじり角を利用するため、線密度が影響するものと推察
する。そのため、ナイロン・クレモナは密度の高い金剛打ちであるため近似し、綿は密
度が低い三打ちであるため大きな差が発生したと考えられる。

Table 3.3 引張試験・ねじり実験の結果から求めたロープの材料特性
機械特性名称 綿 クレモナ ナイロン

縦弾性係数 [GPa] 0.455 0.483 0.405

横弾性係数 [GPa] 0.11 0.108 0.136

ポアソン比 1.054 1.017 0.480

真応力 [MPa] 132.8 149.6 215.1

ねじり-横弾性係数 [GPa] 0.033 0.093 0.113

3.3 動力伝達実験 - 実験方法

Fig. 3.4(a)、(b)にロープの動力伝達計測法の模式図と実験装置の写真を示す。この
動力伝達実験において、「一重掛け」「二重掛け」「三重掛け」の三種類の編み方と、「綿」
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Fig. 3.3 (a)ロープ引張試験結果荷重F-変位δ線図 (２０回転時) , (b)ロープ引張試験結
果荷重 F-回転数R線図，(c)せん断応力-ねじり回数線図

「クレモナ」「ナイロン」の三種類のロープによる 9回の動力伝達実験に加え、校正基準
とするため直径 10[mm]の SUS304ステンレス鋼材の動力伝達実験を行い、合計 10回の
実験を実施した。またTable 3.4に機材等実験の条件を記している。発電機の発電効率
はメーカ仕様書より求めた。ロープには気球・カイトなどの飛翔体が係留されているこ
とを想定しているため、想定張力のウェイトを接続し実験を実施した。

Table 3.4 ロープ動力伝達計測実験機仕様表
要素名 数値/名称

実験機材寸法 2 × 0.54 ×　 0.38[m]

出力モータ オリエンタルモータ QKG-RTT10232

発電機 スカイ電子 SKY-HR200

回転速度計 小野測器HT550

トルク計 Unipulse UTM-30Nm

抵抗器 220[Ω]

データロガー Graphtec GL220

荷重 40[N]

回転速度 1[rps]

発電効率 約 77[%]
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Fig. 3.4 (a)ロープ動力伝達計測法模式図 ， (b)ロープ動力伝達計測実験機

3.4 動力伝達実験 - 実験結果

Fig. 3.7(a)∼(c)は重掛け数ごとの引張試験の結果と基準となるステンレスシャフト
の動力伝達実験の結果を示している。ここでは、発電電力P を時間 tの曲線として示し
た。ステンレス鋼材による動力伝達の安定状態到達時間は 50秒であった。綿ロープの
電力 P は、発電を開始し始めるまでの立ち上り時間が長く、激しい振動を伴いながら
徐々に増加した。一方、ナイロンロープの電力 P は早い段階で増加し、一定値に漸近
した。さらにクレモナロープの電力 P は立ち上り時間が縮小し、開始時に急激な低下
が発生し、その後振動する傾向が見られた。この振動現象は、ロープがある程度締まっ
てから動力が伝達されるが、その段階の剛性が低いため、動力が伝達されたのちロープ
が緩み、伝達効率が低下したと考えられる (Fig. 3.8参照)。これを繰り返すことで振動
となり、時間経過とともに緩みが小さくなり最終的には動力伝達が平滑化する。
二重掛けの動力伝達実験の結果を以下に示す。掛け数を 2回に増加すると、綿ロープ

の電力 P の立ち上り時間は縮小し、振動も低下した。さらに駆動モータ始動を基点と
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したナイロンロープとクレモナロープで立ち上り時間が逆転した。これは二重掛けにお
いてはナイロンロープの剛性が、クレモナの剛性を上回ったことを示唆している。
三重掛けの動力伝達実験の結果を以下に示す。掛け数を 3回に増加すると、綿、クレ

モナ、ナイロンロープの 3種類での電力P の立ち上がり時間差が縮小した。　　　　　
また、三重掛けでは振動現象は大きく減少した。掛け数が増加、すなわち総断面積が増
加することで各ロープの剛性が増加し、平滑な動力伝達可能な状態に達する時間が短縮
されたと考えられる。
いずれの掛け方においてもキンク現象の発生やその前段のよじれ状態などによる芯ズ

レ状態となり、平滑化後の微振動の原因になる。この結果は、ロープの本数が増え、ね
じり剛性が増加しても、3種類のロープで最終的に得る動力に大きな差がないことから、
ロープの種類による動力伝達効率に大きな差がないことを示唆している。

Fig. 3.5 ロープ動力伝達実験結果 (一重掛け)
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Fig. 3.6 ロープ動力伝達実験結果 (二重掛け)

Fig. 3.7 ロープ動力伝達実験結果 (三重掛け)

Fig. 3.8 動力伝達時の振動発生模式図
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3.5 考察

上述の二つの実験の目的は、ロープの特性を把握するとともに、プロペラシャフト機
構として使用するロープを選択することである。それを踏まえてロープ強度評価実験と
動力伝達実験の二つの実験について考察する。ロープ・プロペラシャフトに求められる
条件は以下のものである。

1. 係留テザーの役割も担うため、高負荷にも耐えうるもの。

2. 運用時の結索作業やロープメンテナンスが容易である。

これらの条件を基に各ロープについて考察する。
綿ロープは、一重掛け及び二重掛け実験においては最も立ち上がりが遅く、一重掛け

実験時には終始不規則振動の発生がみられた。また、引張耐荷重試験の結果も３種類の
中で最も低い値を示している。運用上の問題に関しては、結索作業については摩擦に強
い特徴から解けにくく、家庭用洗濯機で洗浄が可能なため整備性は高い。
クレモナロープに関しては、一重掛けでは立ち上がり時間が最も短かったが、三重掛

けでは平滑化が最も時間を要した。また、全ての動力伝達実験において規則的な振動が
確認された。これは、強度評価実験でも確認された、クレモナロープの特徴である伸縮
性により由来するものである。ロープに伸縮性が高い場合、ロープが締まった後も弾性
変形が発生するため剛性による動力伝達が損なわれ、振動が発生し続けた。今回の 2種
の実験では確認されなかったものの、この特性は本方式においてはせん断破壊のリスク
を伴う。
ナイロンロープに関しては、重量が 3種の中で最も重いものの、動力伝達実験におい

てはいずれの実験においても最も振動が少なく、二重掛け及び三重掛けにおいては立ち
上がり時間も最も短かった。引張強度に関しても、綿ロープの約 4.3倍、クレモナロー
プの約 2.8倍の値を示した。材料強度が高く変形しにくい特性上、結索箇所が解けやす
いなどの運用上の問題もある。
しかし、動力伝達と強度の観点から、本研究ではナイロンロープを以降の研究に使用

することとした。

3.6 まとめ

綿・クレモナ・ナイロンの３種類の繊維ロープの機械的性質に及ぼすねじり回転の影
響を研究し、強度・動力伝達性能の観点からロープ・プロペラシャフト機構用ロープと
してナイロンを選定した。
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4 3Dプリンタ造形品の成形法とその強度に関する研究

4.1 概要

熱溶解式３次元造形装置 (FDM3D:Fused Deposition Modeling 3Dprinting)は 3Dプ
リンタの一種である。FDM方式を含む 3Dプリンタと呼ばれるラピットプロトタイピ
ング (Rapid Prototyping)機材は、従来の金型による樹脂成形と比較し、軽量かつ安価
で部品成形が可能である。このため、空中風力発電において風車の開発や地上機材、そ
のほか様々な場面においてFDM3Dプリント部品が他の空中風力発電研究においても多
用される 57)。本研究においても他の研究同様に前段の研究で 3Dプリント風車が風洞実
験中に破損事故が発生しているため、成形方法により変化する強度を把握する必要があ
り、この研究が必要となる。
FDM3DプリントはABS樹脂などの熱可塑性樹脂を下記の手順で成形している。

1. 樹脂を高温に加熱・溶解し、射出する

2. この時射出ヘッドをXY方向に可動させ、押出した樹脂により造形する

3. これを Z方向に積層し立体造形を行う

　XY軸速度（ヘッドの移動速度）や積層ピッチ（Z軸のピッチ）が、成形精度や強度
など製品の仕上がりに影響することが、過去の研究から知られている 58)–65)。しかし、
これまでFDM3Dプリント製品は強度が一定にならないことが広く知られており、その
原因も不明であった。従って、射出ヘッドの内部管摩擦により樹脂が想定流量Q′に達
しないため、樹脂の一般的な強度に達しないのではないかと仮説を立てた。そこで、射
出ヘッドの先端ノズルを取外した場合の樹脂フィラメントの射出流量Qを計測した。そ
の結果、Fig. 4.1(a)に示すように、先端ノズル位置での樹脂射出量が想定量に達してい
ないことがわかった。そこで、従来の射出成型の技法に着目した。Fig. 4.1(b)は 3Dプ
リンタの射出ヘッドを一般的な射出成型法に置き換えた部品を示している。
この加熱圧縮部の熱が供給部に熱伝導し、樹脂を加熱させ熱膨張を起こし、管内摩擦

を増加させ射出量を減少させたことが総定量に達していない原因である。さらに悪化す
ると、射出不能状態いわゆる「詰まり」を起こすことがある 66)。
「詰まり」の対応策として、供給部をファン・放熱板などで冷却し、供給部・内部樹
脂の加熱を防ぐ方法がある。実際にこれを実験したところ、無冷却時に比べ大きく改善
し、想定上の射出流量を超えた。
ただし、樹脂の想定流量Q′は計算樹脂体積 V と移動を含む総作業時間 tの除算であ

るため、誤差範囲内と言える。
ここでは、空中風力発電の部品を製作するに当たり、その強度を推定するため、冷却

有無と射出温度に差をつけて成形した場合の樹脂強度の差について研究した。
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Fig. 4.1 (a)樹脂射出量測定実験結果，(b)射出ヘッドの区分別名称

4.2 熱シミュレーション

樹脂射出量測定実験後に、前述の「射出ヘッドの内部管摩擦により樹脂が想定流量Q′

に達しないため、樹脂の一般的な強度に達しない」という仮説を裏付けるために熱シミュ
レーションを実施した。シミュレーションには 3DCADソフト Solidworks内蔵の熱解析
ソフトウェア「SOLIDWORKS Simulation」と流体解析ソフトウェア「SOLIDWORKS

Flow Simulation」を使用し、従来射出ヘッド・冷却フィン付き射出ヘッド・空冷ファン
及びフィン付射出ヘッドの 3種類の射出ヘッドの内部温度を解析した。想定した加熱温
度は、一般的な射出温度である 220[◦C]、外気温度 26[◦C]を想定している。Fig. 4.2(a)

に従来射出ヘッド、(b)に冷却フィン装着射出ヘッド、(c)に空冷ファン及びフィン付射
出ヘッドの解析結果をそれぞれ示す。
Fig. 4.2(a)に示す従来型の射出ヘッドの解析では、供給部付近においても 115[◦C]か

ら 150[◦C]の間の温度を示している。一般的なABS樹脂は、100[◦C]を超えると膨張を
開始するため、この解析の結果通りの温度上昇であれば、当初の仮説のように熱膨張に
よる管内摩擦が増大し、射出量の減少が見込まれる。Fig. 4.2(b)に冷却フィン装着射
出ヘッドにおける内部温度の解析結果を示す。冷却フィンを接続した供給部の金属部品
は、30から 40[◦C]と従来型に比べて温度が下がり、中心のABS樹脂も従来型に比べれ
ば高温度域が減少していることがわかる。このことから、冷却フィンを装着しただけで
も、熱膨張抑制による管内摩擦を減少させることが可能であると推測することができ
る。Fig. 4.2(c)は、冷却フィン装着射出ヘッドを送風により強制空冷した場合を想定し
た内部温度解析を実施した結果を示している。強制空冷を行なった場合、ただフィンを
装着させた場合に比べて、供給部フィン接続部のABS樹脂温度が下がっていることが
わかる。これらの解析結果から冷却フィン・空冷ファンを設置し強制空冷を実施した場
合、管内摩擦を大きく減少することが可能になり、射出量が安定することで射出成型品
同等の強度を得ることが可能になるものと推測される。この結果を基に実機による成形
品の引張試験へと研究を進めた。
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Fig. 4.2 (a)従来型射出ヘッドの内部温度解析結果，(b)冷却フィン装着射出ヘッドの内
部温度解析結果，(c)強制冷却ヘッドの内部温度解析結果

4.3 実験機器

今回、引張試験用引張試験片の造形に用いた FDM式 3Dプリンタはマイクロファク
トリー社製PRN3Dである。この 3Dプリンタの射出ヘッド取付部や電源交換などに改
造を施して使用した。Fig. 4.3は引張試験用試験片の寸法をミリメートル標記で示して
おり、、この寸法は過去に実施された研究を参考にしている 61)。Fig. 4.4(a)は、PRN3D

標準中空全ネジ式射出ヘッド 4.4(b)はE3D社製V6空冷ファン付き射出ヘッドをそれぞ
れ示しており、これらを従来射出ヘッドと空冷射出ヘッドと呼称する。試験片の造形に
使用する樹脂は、FDM式 3Dプリントにおいて最も普及しており、上記解析でも使用
したABS樹脂を使用している。

4.4 成形条件

試験片造形時のFDM式 3Dプリンタの制御は、フリーソフトウェア「Repetier Host」
を用いている。樹脂射出温度は、従来射出ヘッドでは射出可能上限温度 215[◦C]前後、
空冷射出ヘッドにおいては射出可能下限温度 245[◦C]前後と、機器加熱上限温度 270[◦C]

前後の二つの温度域で造形を実施した。
試験片の造形密度は、引張試験時の引張強度をプラスチック切削加工品に近づけるた

め、樹脂充填率 100%に設定し造形した。Table 4.1に造形速度設定を示す。これは一般
的な造形速度の 1.5倍速を基準とし、50∼300%の範囲で複数の試験片を造形し、これを
引張試験に使用している。

Fig. 4.3 引張試験片の寸法
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Fig. 4.4 (a)PRN3D標準中空全ネジ式射出ヘッド (従来射出ヘッド), (b) E3D社製V6空
冷ファン付き射出ヘッド (空冷射出ヘッド)

Table 4.1 試験片造形時の速度等造形条件
要素名 単位 数値・名称

材料重点率 (Infill Density) % 100

積層ピッチ (Layer pitch) mm 0.3

先端ノズル直径 (Nozzle diameter ) mm 0.3

充填パターン (Infill pattern) Rectilinear

外周部速度 (Perimeters) mm/s 45

小規模外周速度 (Small perimeters) mm/s 45

最外周速度 (External perimeters) % 50

内部充填印刷速度 (Infill) mm/s 40

細部充填印刷速度 (Solid infill) mm/s 38

最上層印刷速度 (Top solid infill) mm/s 38

空中成型部印刷速度 (Bridges) mm/s 35

微小部位印刷速度 (Gap fill) mm/s 35

第一層積層速度 (First layer speed) mm/s 20

テーブル温度 (Table temp) ◦C 55

従来ヘッド温度 (Old Head temp) ◦C 215 ± 5

冷却ヘッド下限温度 (Cooling Head Minima temp) ℃ 245 ± 5

機器限界温度 (Machine limited temp) ◦C 270 ± 5
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4.5 実験結果

4.5.1 異種射出ヘッド品による引張試験の結果

Fig. 4.5に従来射出ヘッドと空冷射出ヘッドにより造形された試験片の引張試験の結
果を示す。ここでは造形速度ごとに 2回サンプルを採取し、引張応力とヤング率を計算
し、それぞれの平均値をプロットしている。Fig. 4.5(a)では従来射出ヘッド造形試験片
の引張応力 σCmが、21.7∼28.9 [MPa]の範囲であるのに対し、空冷射出ヘッド造形試験
片の引張応力 σA は、29.7∼36.7 [MPa]の範囲であることがわかる。この結果は、σCm

よりも σAが高めになることと、σAは射出成形により成形されたABS樹脂の引張強度
に近似していることを示唆している 65)。

Fig. 4.5 (a) 空冷及び非空冷造形試験片の引張張力，(b)空冷及び非空冷造形試験片のヤ
ング率

4.5.2 空冷射出ヘッド異温度造形引張試験の結果

Fig. 4.6に射出可能下限温度と機器加熱上限温度の引張試験の結果を示す。ここでは
4.5.1節と同様に、造形速度ごとに 2回サンプルを採取し、引張応力とヤング率の平均値
をプロットしている。Fig. 4.6(a)では、下限温度造形試験片の引張応力 σCが 16.1∼33.2

[MPa]の範囲であるのに対し、上限温度造形試験片の引張応力 σH が 29.7∼36.7 [MPa]

であることを示している。この結果は、σH を平均化するとほぼ一定であるのに対し、
σC は造形速度上昇に伴い下降傾向にあり、範囲が分散していることを示唆している。
Fig. 4.6(b)では、下限温度造形試験片のヤング率 EC が 1.03∼1.32[GPa]であるのに

対し、上限温度造形試験片のヤング率Ehは 0.56∼0.95 [GPa]であることを示している。
この結果は、引張応力と同様に、Ehは平均化するとほぼ一定であるのに対し、ECは造
形速度上昇に伴い、下降傾向にあることを示唆している。
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Fig. 4.6 (a) 異温度造形試験片の引張張力，(b)異温度造形試験片のヤング率

4.5.3 本実験の考察

従来射出ヘッドと空冷射出ヘッドにより造形された試験片の引張試験の結果は、射出
ヘッド供給部の冷却の有無が、造形物の引張強度に影響を及ぼすことを示した。
Fig. 4.7はそれぞれ高い引張応力の値を示した試験片と低い引張応力の値を示した試

験片の破断面を等倍に拡大撮影した図である。
Fig. 4.7(a)は高引張力を示した試験片の断面写真であり、Fig. 4.7(b)は低引張力を

示した試験片の断面である。Fig. 4.7(a)の樹脂は気泡のあとはあるものの積層時に発生
する樹脂繊維の痕跡は目立たない。これに対し Fig. 4.7(b)には樹脂繊維が顕著に現れ
ている。このことから (a)は (b)と比較し樹脂接着状態が密であると言うことができる。
これは、供給部の冷却が熱膨張による管路抵抗の発生を防止し、樹脂が想定量に近い

量が供給されたことに加え、十分に加熱され低粘度化した樹脂がバラス効果により樹脂
同士の接着が密になったことに起因すると考えられる。バラス効果とは、樹脂を円管内
部で流動させた場合、先端ノズルから射出した後に流動方向に縮み、円の半径方向に膨
らむ現象のことである 64)。
また、空冷射出ヘッド異温度造形品引張試験の結果から、樹脂射出温度が低温の場合

において、速度上昇に従い引張応力及びヤング率が下降することと、高温時は引張応力
及びヤング率は共に一定になることが明らかになった。
樹脂射出温度が低温である場合、伸長現象が発生する。樹脂同士の接着が疎になり、

樹脂同士が剥離し、最終的には延性破壊を起こすためである。伸長現象とは、移動速度
に対し樹脂供給量が不足する事で、射出された樹脂の直径が細くなる現象である。
Fig. 4.8の模式図は、左側の射出部においては射出口直径以上に樹脂が膨らむバラス

効果を示し、右側では射出口直径以下に細くなる伸長現象を示している。また、この伸
長現象は、加熱が不十分な場合だけでなく、従来射出ヘッドのように管路抵抗などによ
り樹脂供給量が不十分な場合にも発生し、引張強度やヤング率などの低下の原因となっ
ている。
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Fig. 4.7 (a) 高張力試験片断面写真，(b) 低張力試験片断面写真 (等倍率)

Fig. 4.8 バラス効果・伸長現象模式図

4.5.4 まとめ

この研究から以下の結論を得た。

1. 空冷を始めとする冷却射出ヘッドを使用することで、引張強度の向上が可能であ
ることを示した。

2. 適切な射出温度下で造形を実施した場合、高速造形であっても強度は安定する。

3. 造形品の強度向上は、射出ヘッド供給部内で樹脂の熱膨張を抑え、適切な樹脂供
給を行ったこと、さらには、低粘度化によりバラス効果が発生し、射出樹脂同士
の接合が密になることに起因すると考えられる。

4. 無冷却射出ヘッドなどの不適切な温度管理のもとの樹脂射出による造形品の強度
が、適切に温度管理された射出ヘッドの造形品の強度に対して劣るのは、管内摩
擦になどの要因により、樹脂供給量不足からなる伸長現象を発生させ、樹脂同士
の接合が疎になり、延性破壊を起こすためである。
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5 空中運搬を目的とした軽量垂直軸風車の研究・開発

5.1 先行研究

プロペラシャフトで動力を伝達する場合、Fig.1.16並びにFig.3.1に示すように英W&I

社ロープ・チューブプロペラシャフト風車のように細長い胴体の後部にブレードを設置
しロープが干渉することを防ぐ必要がある 66)。また Fig.1.17に示したプロペラシャフ
ト方式ではないが、仏Kitewinder社も水平軸風車を使用しており、機構の後ろに風車
を配置するダウン・ウィンド型を採用し干渉を防いでいる 30)。
水平軸風車を使用した空中風力発電については、米Makani Power社のX -Makaniシ

リーズや、同じく米Altaeros社がこれを実施している。しかし両社は風車で採取した動
力を地上に機構を利用し下ろすのではなく、大型グライダーあるいは気球を使用し、風
車とともに発電機を上空に運搬し、その場で発電した上で地上に送電するFly-Gen方式
を採用している 67)–69)。
本研究ではロープ・プロペラシャフトを使用するため、水平軸風車の場合風車のブレー

ドがプロペラシャフトと干渉する危険がある。このためプロペラシャフトの軸方向に対
し直線になり、回転時にロープと干渉しない垂直軸風車について調査を実施した。垂直
軸風車も複数種ある。この中から軽量の風車を選定する。プロペラピッチ可変風車やマ
グナス風車などは、プロペラピッチを制御する機構やマグナス力を発生させるのに必要
な機構を搭載していることが多いため重量が大きく、本研究の目的に適さない 70)–72)。
そのため軽量風車開発に主題をおいた研究について調査した。しかし、セイル式風車を
含む垂直軸軽量風車に関する関連資料には、ブレード重量あるいは風車全体重量につい
ての記述は確認することはできなかった 73)–75)。これは従来の風力発電設備は地上に固
定するため、その重量に関し重点を置かないことが理由であると推測する。
今回、回転翼航空機のローターブレードに使用される炭素繊維強化プラスチック (CFRP)

と発泡材料をコアとした複合ブレードに着目した。航空機用 CFRPブレードの信頼性
は高いが、カーボンに内包する発泡材料の曲線加工は成形型の製造などが困難であり、
高コストである。そこで、曲線箇所には工業プラスチックの成形を容易に加工すること
が可能な 3Dプリント材料を使用することとした 76), 77)。しかし実験時にCFRPと３D

プリント材の複合材の強度ならびに加工方法に関する研究は確認できなかったため、こ
の強度評価から研究を開始した。

5.2 CFRP複合材強度評価

重量および剛性に関する仕様を満たすため 3Dプリント部材-CFRP複合品の引張試
験を実施し、引張強度とヤング率を求めた。本実験では 3Dプリンタで出力した直径
10[mm]長さ 150[mm]の棒材を、円筒型炭素繊維「カーボンスリーブ」に内包し成形し
た複合材に長さ 50[mm]のタブを接着し使用した。円柱型を採用した理由は成型しやす
いことや、大型引張試験装置の治具が円柱用のものであったためである。Fig.5.1に試
験片の寸法と構造を示し、Fig.5.2に引張試験の結果を示す。
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ABSのみでは引張応力 σABS、ヤング率EABS、重量mABSの平均はそれぞれ σABS =

15.8[MPa]、EABS = 7.7 [GPa]、mABS = 6.9[g]であったのに対し、複合品 CFRPは
σCFRP = 64.1 [MPa]、ECFRP = 14.2 [GPa]、mCFRP = 9.7[g]であった。同様の CFRP-

ABS-3Dプリント材の引張試験に関する研究 78)と今回の結果が近似していることから、
破断引張応力とヤング率は再現性があることがわかる。

Fig. 5.1 CFRP-3Dプリント複合材料引張試験試験片寸法

Fig. 5.2 複合材料引張試験結果応力-ひずみ線図
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5.3 風車設計

本研究の条件は「軽量」「高剛性」の風車を開発することであり、さらに可能な限り
低コストで実施する必要がある。この条件を満たす垂直軸風車の設計・計算を行った。
軽量高剛性を実現するため、複数ある垂直軸風車の中から直線翼風車を採用した。この
風車の翼型の選択には垂直軸直線翼風車の関連資料を参考にした 79), 80)。

P =
1

2
Cpρbdv

3 [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (5.1)

上式は式 (2.2)における面積Sを翼幅 b、直径 dの積に置き換えたものである。また、参
考文献よりCp = 0.4として上式より求める 81), 82)。一般的に垂直軸風車の端板には、ア
ルミ板などを使用するが、1[mm]程度のアルミ板は剛性が低く、試作実験の段階で激し
く振動し実験中止になった。剛性の高い板厚 10[mm]のアルミ板は重量増加に影響を与
えるため、今回の風車には「コの字ブレード型」を採用した。
また、発電実験時の作業安全性を考慮し、運用時の想定最大風速を 7[m/s]としたた

め、設計計算風速は 5-7[m/s]として計算した。このほか、空気密度 ρを 1.18[kg/m3]、
空気動粘度 νを 1.42[10−5m2/s]として計算し、レイノルズ数が変動してもCL値の変動
が少ないNACA0018翼型を採用した。Fig.5.3は採用した翼型の揚力係数および抗力係
数の特性を示している。そのほか加工可能であることや、運搬が可能であることを考慮
し、最終的には Fig.5.4に示す形状、Table 5.1に示す仕様となった。

Fig. 5.3 NACA0018の揚力係数・抗力係数 80)
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Fig. 5.4 垂直軸直線翼風車基本設計図

Table 5.1 垂直軸風車諸元
要素 名称

風車様式 垂直式直線翼風車
ブレード翼型 NACA 0018

翼弦長 100[mm]

翼幅 600[mm]

風車直径 600[mm]

ソリディティ 1.0

想定風速 5-7[m/s]

想定出力 10.8-29.6[W]

重量上限 2.0[kg]
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5.4 風車の剛性の計算

剛性の基準とした 7075アルミ板および、過去の実験で使用したアルミ円盤のアーム
に相当する箇所を仮想的に 2 × 50[mm]として計算したもの、そして三次元 CADソフ
トウェア SolidWorksから算出した中空翼型アームの断面二次モーメントとヤング率を
基に曲げ剛性を計算し、これをTable 5.2に記載した。この計算からアームの曲げ剛性
はアルミ板の 4.2倍となったため、この形状を採用した。

Table 5.2 アームの曲げ剛性計算

要素 単位
アーム部
50 × 10[mm]

アルミ板

アルミ円盤
アーム部

NACA0018

翼型アーム

断面二次モーメント m4 5.25E-09 1.57E-08 1.07E-07

ヤング率 GPa 68.8 68.8 14.2

曲げ剛性 Nm2 1204.0 238.9 5012.8

5.5 風車製造

CFRPの加工法は金型を使用したオートクレーブ法による高精度成形が一般的である
が、金型の製作には大きなコストが必要である。低コスト手法であるVARTM法を検討
したが、EPP材料が加工中に変形することが確認されたため不採用とした 83), 84)。この
ため古典的な刷毛を使いカーボン繊維に樹脂を塗布するハンドランチ法 (手塗法)によ
る加工を実施した。この方法の場合、繊維に樹脂が浸透するのに時間がかかる短所があ
る反面、真空吸引によるブレードの翼形状への影響が無い事や、部分的に樹脂の追加塗
布が容易である長所がある。
この「コの字型」ブレード成形に関しては、強度と軽量性の両立が求められた。この

ため、一層成形CFRP直線ブレード 3枚を 3Dプリンタにより出力した翼型アングルに
より接続し、接合部の補強のために第二層目のカーボン繊維を積層した。
Fig. 5.5は翼型アングルの 3Dモデルを示し、Fig. 5.6は硬化作業を記録したもので

ある。最終的に完成した風車本体は 1.6[kg]となった。Fig. 5.7は組立て後の完成品の写
真を示している。
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Fig. 5.5 翼型アングルの 3DCAD図

Fig. 5.6 コの字型ブレード硬化作業中の写真

Fig. 5.7 コの字型風車完成組み立て時
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5.6 風車風洞実験概要

この作成した垂直軸ダリウス風車がTable 5.1に記載する設計時の性能を確保してい
ることを確認するために風洞実験を実施した。実験では、風車のブレード先端速度と
風速の比である周速比 λを算出した。λ値は風車半径 r[m]、風車回転速度 n[rps]、風速
v[m/s]より次式から求めることができる 81)。

λ =
2πrn

v
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (5.2)

実際の運用想定風速 5～7[m/s]に風車を置き、トルク計により、この間の回転速度・
トルク・動力値を計測する「想定運用風速実験」と、実際の運用を想定し、発電機に接
続し、その電力の計測や風車の運用上の特徴を確認する「最大風速評価実験」の２実験
を実施した。所定の一様流風速 vに対し設計時の周速比が λであれば風車の角速度は
λ · vとなる。この時、負荷をかけても回転が止まらない状態を一般的に「自己起動」と
言い、この時の風速を自己起動風速、回転速度を自己起動回転速度と言う。
揚力型風車は、はじめ風を受け揚力により周速比が 1.0 以上で自己起動する特徴があ

る。また垂直軸風車の場合は自己起動開始に時間がかかるとされている。このため想定
運用風速実験においてはモータによる強制回転を行い、自己起動を確認し風車動力の最
大値を計測した後、回転速度ごとのトルク等を計測する。また最大風速評価実験では自
己起動に要した時間も確認する。
これらの実験に使用した、風洞を含む実験装置の模式図を Fig.5.8に、実験時の写真

をFig.5.9に、諸元をTable 5.3に示す。なお、想定運用風速実験時はモータを接続する。

Fig. 5.8 風車性能測定風洞実験模式図、(a)側面方向、(b)前面方向
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Fig. 5.9 風洞実験時の写真

Table 5.3 風洞実験・実験装置諸元
要素 名称

使用風洞 東京工芸大学 大型乱流境界層風洞
最大風速 15[m/s]

測定部断面 2.2 × .1.8 [m]

トルク計 UNIPULSE UTM30Nｍ
発電機 スカイ電子 SKY-HR250

発電抵抗 1000[Ω]

発電効率 約 50[%]

風車固定台座 MISUMI アルミフレーム台座
想定風速実験風速 2.0[kg]

最大風速実験 14.8[m/s]
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5.7 風車風洞実験結果

Fig. 5.10に最大風速評価実験の実験結果を示す。この実験の結果から、150[秒]付近
から回転速度が上昇開始していることがわかる。これは自己起動が開始されたことを示
している。また 171[秒]付近で n = 3.4[rps]程度に回転が安定した。その時の λは 0.836

を、最大電力は 7.13[W]を測定した。この最大電力は設計時の想定発電力 29.6[W]を下
回っている。これは加工誤差が大きく、Cp値が下がった事などが原因である。
また、風洞の最大風速である 14.8[m/s]まで風速を上昇させたところ、風車を固定す

るアルミフレーム台座が激しく振動を始めた。これは風車側面ブレードに発生した揚力
により発生したものと考えられる。
Fig. 5.11及び Fig. 5.12は想定運用風速実験の結果を示している。この実験において

は、風速 5[m/s]実験においてトルク計の示す動力値が全て負の値であり、 風速 6[m/s]

実験においては λ=1.32以上、風速 7[m/s]実験においては λ=1.17以上で、動力値は正
の値に転じ、最大値に到達以降、下降傾向になる。

Fig. 5.10 最大風速評価実験結果 (最大 14.8[m/s])
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Fig. 5.11 想定運用風速実験結果 (出力-周速比,トルク-周速比)

Fig. 5.12 想定運用風速実験結果 (出力-回転速度)
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5.8 風車風洞実験考察

Fig. 5.11および Fig. 5.12の低周速比および低回転速度域における動力及びトルクの
負の値の発生は、風車が揚力型風車における起動回転速度に到達していなかったためで
ある。その後、正の値に転じたのは揚力による。そのため本実験においてもその特徴が
表れ、動力が低下した。
また本風車は作業安全上、上限風速 7[m/s]と設定している。本風車を使用し動力を得

ることができる風速は 6∼7[m/s]以上の極めて限られた条件であることが判明した。一
般的に高効率の風車であっても風力エネルギー変換効率は 40%前後であり、詳細は後段
の章に記す。
本実験に使用した風車は、想定動力値の約 24%程度で Cp値は 0.1程度であった。理

論上限との差が開いた原因は以下の 3つであると考えられる。

1. 当該設計風車は最大Cp値が 0.2程度である。

2. 自家成形であるため、風車の加工精度が低い。

3. コの字型の翼端板が抵抗になった。

一つ目の原因に関しては実験後に発表された研究 78)によれば、同等条件風車は最大
Cp値が 0.2程度であり、それ以上の値にならないことがわかった。二つ目の原因に関し
ては、EPPからカーボン成形までの行程の多くを手作業で実施し、自家成形で加工者
の作業練度が未熟であったため、精度や重量に影響を与えたと考えられる。過去の風車
開発における実験で厚さ 1mmアルミ板を端板に使用したことや、直線翼風車の別名が
「H型ダリウス風車」であるように、可能な限り中心シャフトと接続する端板あるいは
アームと称される部品の前方投影面積を減らす必要がある。しかし今回、高い剛性を確
保するため、両端合わせて約 40[mm]の端板を設置することとなり、抵抗となったこと
が三つ目の原因だと推察される。
ただし、本風車は本体重量 1.6[kg]かつ出力が 8.52[W]であることから、軽量高剛性

風車を開発する目的は達した。また、この２つの実験を比較すると、想定運用風速実
験における最大出力は風速 7.0[m/s]時に 8.52[W]で、最大風速評価実験において風速
14.8[m/s]時に最大発電電力が 7.13[W]である。
最大風速評価実験と想定運用風速実験では実験時の風速が 2倍以上であるのに対し

て、採取した電力が少ない。これは、発電機の性能に由来するものである。想定運用風
速実験では、電力ではなくトルク計により回転速度とトルクから瞬間の動力値を計測し
ている。このため低トルク高回転設定の発電機を介し終段で計測する場合、発電効率に
より低下する。発電機メーカの仕様書から推定される発電効率はTable 5.3に記したよ
うに約 50%であることから、実際の動力は 14[W]程度であったことが予測される。この
問題は発電機の適切な操作・設定によりある程度の改善が可能である。
また、風速 14.8[m/s]時に、前述のようにCp値が 0.1だった場合、計算上の動力値は

68.8[W]であることから、台座の振動による損失も含め本実験において発電機回転軸に
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到達した段階でベルト駆動機構の動力伝達効率は 20.3%、発電電力の段階で 10.3%に低
下したことがわかる。

5.9 まとめ

本研究において、軽量高剛性コの字型垂直軸風車を製作した。このことから以下の結
論を得た。EPP，CFRP，3Dプリント材料により、シャフトを除き 1.6[kg]の軽量風車
を成形できる。本風車は風速 6[m/s]以上でなければ正の値の動力を発生させることが
できない。自家成形風車はハンドランチ法により高精度な成型は困難である。またコの
字翼端板は高い剛性を得る代わりに、空気抵抗を発生させる原因にもなる。
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6 運搬方式に関する研究と風車運搬ロープ・プロペラシャ
フト発電実験

6.1 連凧に関する概要

第 2章で示したように、ロケット型ヘリウムガス気球を使用する場合は、事前に期日
を定め、ガス専門業者へ発注を行う必要がある。しかし、空中風力発電は、気象条件が
良好でなければ発電を実施することができない。そのため本研究において、気象条件に
より発電実験を中止せざるを得ないという問題が発生した。この問題は、コスト面にお
いては日付変更に基づく損失を発生させ、運用においては空中風力発電の特性である機
動性を損ねてしまう。そこで、風車を空中に運搬するために、法令などの制約を受けに
くく、運用コストが低い、凧・カイトの使用を模索した。多様な種類がある凧・カイト
においても、安全にワンマンオペレーションが可能な 2[m2 ]級のカイトの連凧利用に着
目した。

Fig. 6.1 伝統的な連凧 85)

連凧 (Train kites、Stacking kites)とは複数のカイトを連続的に接続したカイトであ
る (Fig. 6.1参照)。通常、地上付近の風速が低いと、大型の揚力を必要とするカイトは
揚げることができない。連凧は、そのような状態であっても、微風用カイトを連続的に
接続することで大きな揚力を得ることができるという特徴を有している。このことは、
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1902年の Samuel Franklin Codyによる有人凧の飛行や気象観測、スポーツや文化活動
などでは経験的に知られていたことである 83), 84), 86)。
運搬方法としての連凧の有用性を調べるため、連凧の力学的特性に関する研究文献

を調査したが、連凧の力学的特性を研究した記録は発見できなかった。そのため本章で
は、連凧により風車運搬が可能か検討する実験的研究を実施した。具体的な実施内容は
以下の 3項目である。

• 絶えず条件がかわる屋外運用において、連凧の機体数を調整し、安全に風車を運搬
するのに必要と考えるペイロードは 10[kg]と設定し、カイト係留テザー張力 98[N]

を得ることが可能か検証する。

• 式 (6.1)から (6.18)までの計算式を利用し、地上高 0.4[m]における風速から係留
点における風速およびそれにより生じるカイト張力を予測し、その値と張力計が
示す実際の値との差を検証する。

• 連凧の運用作業を記録し、各方式の長所と短所を検証することより、最終目的で
ある風車運搬に適した方式を選定する。

6.2 連凧実験概要

方式別特性検証実験としてFig. 6.2に示す延縄方式とスタック方式の 2種類の連凧方
式における力学的特性を調べ、運用上の問題点に関して考察した。さらに、張力連続計
測実験として方式別特性検証実験で優良な結果であった連凧法に関し、詳細な張力計測
を実施し、その能力について詳細に検証した。

Fig. 6.2 (a)延縄式連凧模式図, (b)スタック式連凧模式図
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6.3 実験に使用したカイト

今回実験に使用したカイトは、「カナードカイト」「スレッドカイト」「ダブルデルタ
カイト」の三種類である。それぞれについて説明する。

カナードカイト

航空工学では、尾翼が機首側にある航空機を「先尾翼機」「カナード機」と呼ぶ。そ
の形状を模したスポーツカイトを「カナードカイト」と言う。軽量で微風用カイトとし
て運用されるため、連凧の初段機としての運用が可能である。Fig. 6.3と Table 6.1に
カナードカイトの写真と仕様を示す。

スレッドカイト

スレッドカイトは、「ラム・スレッドカイト」の略称で「気柱凧」とも言う。ナイロ
ン繊維と柔軟なワイヤーで構成され、向風を受けることで中心と両サイドの筒状縫製部
が膨らみ、安定飛行状態になる。微風時には使用できないため、微風時の連凧において
は２段機以降の利用に向いている。Fig. 6.4と Table 6.2に今回使用するスレッドカイ
トの写真と仕様示す。

ダブルデルタカイト

一般的に、四角柱型のカイトを「箱型 (ボックスカイト)」と呼び、三角柱型のものを
「デルタカイト」と呼ぶ。今回は、デルタカイトが左右二連続になっている「ダブルデル
タ型」を使用する。このカイトは、3種類の中で最も重い反面、縦横比・翼面積が大き
く、離陸が容易であり、グラスファイバーロッド骨格を備えており剛性も高い。このた
め強風下で安定した飛行や張力の確保が可能であるため、初段機として主に使用する。
Fig. 6.5とTable 6.3 にダブルデルタカイトの写真の仕様について記す。

Fig. 6.3 カナードカイト
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Table 6.1 カナードカイトの仕様
要素 数値 [単位]

メーカー Premier kites designs

寸法 250 × 250[cm]

重量 300[g]

メーカ指定適正風速 2.23 ∼7.15[m/s]

Fig. 6.4 スレッドカイト

Table 6.2 スレッドカイトの仕様
要素 数値 [単位]

メーカー Premier kites designs

寸法 242 × 113[cm]

重量 500[g]

メーカ指定適正風速 2.23 ∼8.94[m/s]

Fig. 6.5 ダブルデルタカイト

Table 6.3 ダブルデルタカイトの仕様
要素 数値 [単位]

メーカー Into The Wind

寸法 315 × 105[cm]

重量 710[g]

メーカ指定適正風速 2.23 ∼11.18[m/s]
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6.4 連凧方式

連凧方式として以下の 2つの方式を試した。

延縄方式 Fig. 6.2(a)に示すように初段機の係留テザーに接続点を設け、延縄漁法のよ
うに一定間隔で凧を接続することから「延縄方式」と命名した

スタック式 カイトと、カイトの重心に一定長のテザーを接続して連凧にする方式であ
る。Fig. 6.1および Fig. 6.2(b)に示すように、一般に連凧と呼ばれるものはこの
方式を指す。

6.5 実験方法

連凧方式別特性検証実験は、2方式の連凧の安定飛行時の張力と同時刻の地上風速を
計測し、予測張力と実験時の張力について比較検討した。Fig. 6.6に実験装置の模式図
と実験映像の一部を示す。係留テザーの張力は、地上の係留点に張力計を設置し、横並
びに風速計を設置し、この数値を定点カメラで記録した。この実験装置で「スレッドカ
イト」「ダブルデルタカイト」の空力特性評価も実施し、600秒間 10秒毎の風速・張力
の計測データも収集した。また、追加実験では、カイトとカイトの間の接続テザーに張
力計を設置した。この実験では、吊下式張力計を改良し、張力計内ひずみゲージの信号
値をデータロガーに記録した。

Fig. 6.6 (a)カイト利用実験時地上風速および張力計測模式図，(b) カイト利用実験時地
上風速および張力計測時実際の定点カメラの映像
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6.6 実験場所・気象条件

大型カイトを利用するため、安全性を配慮し、実験はFig.6.7に示す福岡県古賀市大根
川河口において複数日程で実施した。実験時の気象情報は、実験場から北西 8kmの海上
保安庁第七管区 (九州北部)筑前相島灯台に設置された沿岸域状況提供システム「MICS」
による極めて詳細な風速データを参考値とした 87)。張力測定を実施できた実験日の風
速を Fig.6.8に示す 。

Fig. 6.7 福岡県古賀市大根川河口の地図 88)

Fig. 6.8 相島灯台気象情報 (a)2016年 5月 1日 延縄方式連凧実験時，(b)2016年 6月 26
日 スタック方式連凧実験時

6.7 カイトにかかわる力学式

カイトの力学モデルを Fig. 6.9 に示す。カイトの係留テザー張力 T [N]、機体重量
Wk[N]、テザー重量WT [N]、テザー抗力DT [N]、テザーが地上となす角度 θ[deg]を利用
し、分解することで揚力 L[N]とカイト抗力Dk[N]を得ることができる 89)–91)。
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T sin θ = L− (Wk +WT ) [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.1)
T cos θ = DT +Dk [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.2)

この２式を三平方の定理に則ることで、張力 T を求める。

T =
√

(T cos θ)2 + (T sin θ)2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.3)

また連凧の張力は、カイトごとの張力 T の和であるため、係留点の張力を T’[N]、最大
機体数 nとした時、次式が成立する。

T ′ = T1 + T2 + . . . Tn =
∑

Tn [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.4)

揚力・抗力は、一般に風速 v[m/s]、カイトの翼面積 S[m2]、空気密度 [kg/m3]、揚力係
数CLと抗力係数CD を用いて次式より計算できる。

L =
1

2
SρCLv

2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.5)

D =
1

2
SρCDv

2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.6)

各カイトの高度Zにおける vを式 (6.5)、(6.6)に代入するため、風速計を各カイトに設
置して観測することが望ましい。しかし、今回の実験では軽量風速計の確保が困難で
あった。そのため、次式により基準となる高度ZRの風速 vRと地表状態値 nGより Zに
おける風速 vZ を計算により求めることとした。

vz = vR(
Z

ZR

)
1
nG [m/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.7)

実験場は砂浜海岸であり、参考文献 92)に従い地表状態値 nG = 7として計算する。n機
のカイトを連結した場合のZ [m]は、本実験の場合は、連凧接続テザー間隔 lと θより
次式から計算する。

Z = nl sin θ [m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.8)

式 (6.5)、(6.6)を使用するためには、カイト固有のCLとCDを把握する必要がある。こ
れは L、D、vを計測し、式 (6.5)、(6.6)から求めることができる。

CL =
2L

Sρv2
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.9)

CD =
2D

Sρv2
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.10)
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したがって、前述の v、T、θを測定することで、カイトの CL、CDを次式より求める
ことができる。

CL =
2(T sin θ +Wk +WT )

Sρv2
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.11)

CD =
2(T cos θ)

Sρv2
· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.12)

また DT は、テザー抗力係数CDT、テザー前方投影面積ST を用いる。ST は前方からの
投影であるため、テザーの総長ではなく地上から初段機までの高度 Zとテザー直径 dT
を用い、次式より求める。

ST = ZdT · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.13)

テザーに張力 T が加わった場合、テザーの伸び長 ϵ[m]が発生する。これはテザーの材
料固有のヤング率E、テザー断面積 ST、T を用いてフックの法則より式 (6.14)より求
める。

ϵ =
T

EST

[m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.14)

本研究では、これらの式を使用し、vzと θより T の予測が可能か検証する。ただし、本
研究に使用するテザーは直径 1.1[mm]、重量 0.86[g/m]、E = 70.5[GPa]の標準ケブラー
繊維テザーである。そのため、 WT、 DT、ϵなどに関しては、テザーの影響は無視出
来るものとする。また、延縄方式においては、 θD、θSの差を考慮して計算する。

Fig. 6.9 連凧の力学モデル

6.8 カイト空力特性計測実験

Fig.6.10(a)はスレッドカイト及びダブルデルタカイトの空力特性計測実験における張
力 T と風速 vの計測結果を示している。ダブルデルタカイトは風速 vによらず張力 T
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にバラツキが生じている。また、スレッドカイトは風速 vによらず張力 T=13∼29[N]の
範囲内に集中している。本実験における係留テザーのセンサによる角度計測は、センサ
重量が飛行に影響を与えたため、安定飛行時の θを計測し、これを解析に使用した。ス
レッドカイトは θS=45[deg]、ダブルデルタカイトは θD=60 [deg]、ρ=1.18 [kg/m3]とし
て、式 (6.11)、(6.12)より計算する。その結果、Fig.6.10(b)に示すように、いずれのカ
イトもCL及びCDに一定の傾向が認められた。スレッドカイトの揚力係数CLSと抗力
係数CDS、ダブルデルタカイトの揚力係数CLDと抗力係数CDDは、以下の式で近似す
ることができることがわかった。

CLS = 14.269v−1.854 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.15)
CDS = 10.155v−1.813 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.16)
CLD = 7.1967v−1.957 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.17)
CDD = 5.2774v−1.573 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (6.18)

Fig. 6.10 (a)空力特性計測実験における張力値と風速の結果，(b)カイト 2種のCL・CD

計算結果

6.9 方式別特性検証実験

6.9.1 実験結果

連凧方式別特性検証実験を実施した。各方式における詳細は下記である。

延縄方式連凧

延縄式連凧実験を実施した。Fig. 6.11は実験の様子を示している。実験時，風速 vR
は 0.1∼2.5[m/s]、最大運用機数は 6機、連凧の接続間隔 lは 20[m]で実施した。先行離
陸機のダブルデルタカイトと２段機スレッドカイトの段階では飛行状態が不安定であっ
たため、張力 T の計測は安定飛行に移った 3段機以降から実施した。 Table 6.4に計測・
計算値の結果を示す。
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スタック方式連凧

Fig.6.12はスタック方式の実験の様子を示している。実験当日は 2.0∼5.0[m/s]の強風
が吹き、先行離陸機を必要とせず、最大運用機数は 4機、連凧の接続間隔 lは 10[m]で
実施した。Table 6.5に本実験の計測値及び予測値、その差を示す。

Fig. 6.11 延縄式連凧実験の様子
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Fig. 6.12 スタック式連凧実験風景

Table 6.4 延縄方式連凧張力測定表
要素 3段連凧 4段連凧 5段連凧 6段連凧

計測計表示値 [kgf] 3.30 4.87 7.92 9.93

実験張力 [N] 32.34 47.78 77.61 97.27

予測張力 [N] 44.78 63.62 83.63 102.91

実験・予測の差 [N] -12.44 -15.84 -6.02 -5.64

Table 6.5 スタック式方式連凧張力測定表
要素 1段連凧 2段連凧 3段連凧 4段連凧

計測計表示値 [kgf] 2.18 4.84 8.61 10.75

実験張力 [N] 21.32 47.48 84.38 105.4

予測張力 [N] 22.32 48.12 75.94 91.43

実験・予測の差 [N] -1.01 -0.64 8.44 13.92
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6.9.2 考察

力学的特性

延縄方式は、すべての計算値が計測値に比べ約 6～17[N]上回った。3・4段実験時は
極めて風速が微弱で本来カイトの適性風速ではなく揚力係数 CL、抗力係数 CDに誤差
が生じたため計算値と計測値の差が生じた。5・6段実験時は、風速が強くなるにつれ
て、計算値が計測値に近い値になった。
スタック方式においては、 1段、２段は計測値を計算値が 1[N]以内の誤差程度に上回

り、 3段、4段は約 8～14[N]下回った。これは、式 (6.7)による風速 vZ計算値に誤差が
少ない低空領域では、テザーの伸縮による張力損失が少ないため、計測値と計算値がほ
ぼ一致したと言える。また、3段、4段とカイトの高度を上げるに従い実験値が予測値
を上回っていることから、実際の風速 vZが計算値よりも高かったことが原因と考える。
両方式とも、3、4段すなわちZ ≒20～50[m]域における実験値と予測値の誤差が大き

い。その原因は、隣接する防風林の影響で乱気流などが発生していることなど考えられ
る。この誤差を減らす方法としては、1段機に風速計を搭載するなど、各高度ごとに風
速測定を行うか、事前に nGの精密測定を実施することで対処できるものと考える。

運用上の長所と短所

延縄方式の長所は、接続やカイトの昇降といった操作の容易性、カイト本体への負担
の少なさが挙げられる。短所は、スレッドカイトが延縄に絡まりやすいことである。こ
れは瞬間的な風速の変化や、気流の乱れによりカイトの姿勢変化がその一端であると考
える。上昇気流が発生した場合、延縄とスレッドカイトの接続点を支点に回転運動が発
生する。スレッドカイトが延縄に絡むことで正常な飛行状態を維持できなくなり、延縄
の張力も低下する。Fig. 6.13(a)及び (b)はそれぞれ解説図と延縄に絡まったカイトの
写真である。また本実験においては接続点上部に絡みついたため上昇気流と判断した
が、接続点より下に絡みついた場合は下降気流による絡まりと考えてよい。
スタック方式の長所は、絡みの発生が少ないことである。絡みが発生したとしても、

複雑な絡み方をしていない。そのため、復元が容易である。スタック方式の短所は、カ
イト本体に負荷がかかりすぎることである。フック取付部を縫製しているため、縫製面
積が小さく、高負荷がかかり、縫製部ごと破損し、上段のカイトがすべて消失してしま
う。Fig. 6.14(a)及び (b)は、破損直後の写真と、縫製面積を増やし対策修復を実施し
たカイトの写真である。また、離陸時に先行離陸機係留テザーである延縄に接続するだ
けの延縄方式と比べ、テザーを機体上面のフック取付部と接続テザーに接続するため、
作業行程が多いこと等が挙げられる。
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Fig. 6.13 (a) 絡まり現象発生解説図，(b)延縄に絡まったスレッドカイトの写真

Fig. 6.14 (a)実験後の縫製破断部，(b)補修後の写真
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6.10 張力連続計測実験

方式別特性検証実験結果より、張力値の予測や運用の観点から、接続縫製部を強化し
たスタック方式連凧を運用することに決定した。方式別特性検証実験における張力記
録は、液晶画面に表示された瞬間計測値を記録するのみで、時間連続記録が困難であっ
た。そのため、張力計内部のひずみゲージに延長信号線を半田付けし、データロガーで
張力を記録できるように改良を施した。その上で連凧の各機接続点に張力計を設置し、
張力の連続計測を実施した。
Fig.6.15は、１段・２段張力測定実験、 Fig.6.16に２段・３段張力測定実験の結果を

それぞれ示している。それぞれの実験結果グラフの波形からわかるように、カイトの機
体数増加とともに張力値も増加している。このことは、式 (6.4)の張力増加式が正しい
ことを示す。

Fig. 6.15 １段・２段張力測定実験

Fig. 6.16 ２段・３段張力測定実験
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6.11 連凧による風車運搬及びロープ・プロペラシャフト発電実験概要

連凧により垂直軸ダリウス風車を上空に運搬し、ロープ・プロペラシャフトによりそ
の動力を地上の発電機に伝達するGround-Gen発電法を実施した。Fig. 6.17(a)に、本
実験の構成を示す。電圧を測定し、その表示値を記録する方式を用いた。発電装置は、
ヘリウムガスバルーン・ロープ・プロペラシャフトで使用した発電装置を使用し、連凧
は連凧張力測定実験と同様に張力値は 10[kgf]に設定し、実験場所も同様に福岡県古賀
市大根川河口域で実施した。これら実験に使用する装置やその諸元はTable 6.6に、Fig.

6.17(b)に実験時の風速を示す。

Fig. 6.17 (a)連凧風車運搬ロープ・プロペラシャフト発電構成， (b)2016年 9月 24日　
発電実験時風速

Table 6.6 連凧風車運搬ロープ・プロペラシャフト発電実験装置仕様
要素 数値 [単位]・名称

係留ロープテザー長 10[m]

発電機 スカイ電子 SKY-HR200

抵抗器 120[Ω]

測定装置, ノーブランド電圧テスタ
使用凧 スレッドカイト
プロペラシャフト 直径 10[mm]ナイロンロープ
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6.12 連凧による風車運搬ロープ・プロペラシャフト発電実験結果

連凧により風車を運搬し、ロープ・プロペラシャフトに伝達し、発電する実験を実施
した。発電実験は以下の行程で進めた。

1. 　初期起動回転を人力で加えて実施した。

2. 　風車が起動回転を開始した。

3. 　ロープが締まり発電機に動力を伝達した。

本実験での発電電力は 0.3[W]であった。Fig. 6.18は、実験を記録した映像を編集しパ
ノラマ写真としたものである。

Fig. 6.18 連凧による風車運搬ロープ・プロペラシャフト発電実験の様子

6.13 連凧による風車運搬ロープ・プロペラシャフト発電実験の考察

連凧による風車運搬ロープ・プロペラシャフト発電の瞬間電力は約 0.3[W]と、空中
浮上風車発電 120[Ω ]実験の 0.53[W]と比較して小さいものとなった。そのため、風車
運搬ロープ・プロペラシャフト発電方式そのものについて再度検証した。
風車については、第 5章で示したように風速 7[m/s]で最大出力 8.52[W]であった。本

実験時の風速は約 7[m/s]であったため、約 8.5 [W]の発電電力が得られたはずが、現実
には 0.3[W]を発電した。これに関する詳細な考察は第 8章に記述する。

6.14 まとめ

本章の研究において以下の結論を得た。
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1. 延縄方式連凧は、延縄に絡むことなく利用可能な気象条件は上昇気流や乱流など
が発生していない限定された状態であり、2段機以降の張力の損失が大きい。し
かし、各カイトへの負荷が少なく破損の危険性は少ない。

2. スタック式連凧は張力損失が少なく、計算による風車など貨物運搬可能重量予測
が容易である。

3. 計算張力値の高精度化には、地表状態値を作業現場ごとに求めるか、事前に何ら
かの手段により上空の風速を確認する必要がある。

4. 連凧により垂直軸ダリウス風車を上空に運搬し、ロープ・プロペラシャフトによ
り動力を地上発電機に伝達するGround-Gen発電法を実施し、0.3[W]の発電を確
認した。
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7 ポンピング発電法地上発電装置の研究

7.1 ポンピング発電法に関するバックグラウンド

筆者は、2017年４月から９月まで、空中風力発電に関する見聞を広めるため、スペ
イン王国マドリッド州公立カルロス３世大学におけるポンピング発電法空中風力発電の
研究立ち上げに従事した。2017年当時は、カイト・グライダーから効率よくエネルギー
を採取する軌道に関する研究は世界でも盛んに行われていた。しかし、空中風力に関す
る最も大きい国際会議であるAirborne Wind Energy Conference 2017においても、地
上発電装置に関する実験的研究の報告例を確認できなかった 93)–95)。
これは、各研究機関が自己防衛のため地上装置の設計詳細を公表しないなどの理由

が推察される。類似研究としてはカイトや有翼ドローンにテザーを接続し、ヨーイング
回転軌道飛行をすることで地上発電機を駆動させる方式が公表されている。また、発電
機構単体ではなく、地上に配置した２つのモーターでカイトを制御する機構や、グライ
ダーの短距離カタパルト離陸の研究などは報告されている。本章では筆者が開発した地
上発電機の設計法を述べる。

7.2 ポンピング発電機開発コンセプト

ポンピング発電機構は、発電機の回転シャフトをリールに接続し、そこに係留テザー
を巻きつけ、カイト・グライダーの昇降運動によりテザーを牽引し発電する。Fig. 7.1

にその模式図を示す。海外での活発な研究開発を受け、独自のポンピング発電システム
の開発を開始するため、従来のポンピング発電法を文献調査や映像解析などの手法によ
り検証した 96)–98)。従来のポンピング手法では、上空機（カイト）の上昇時には係留テ
ザーを放出し、その張力によって地上の発電機を回転させて発電を行い、降下時は一度
発電機の回転を停止し、発電機をモータとして利用しテザーを巻取るため、電気エネル
ギーを消費する。
Fig. 7.1のように単独の発電装置を巻取時にモーターとして使用する場合、インバー

タ制御が一般的である。しかし参考文献によれば、一般的にインバータ制御風力発電を
実施するためには電力系統への接続が必要であり、系統接続しない場合は、系統を模擬
したディーゼル発電機に接続しハブリッド化する必要がある 99)–102)。
このため制御電力が発電電力を上回る可能性が大きいほか、ディーゼル発電機を駆動

するために化石燃料を燃焼するなど、発電効率に関し大いに疑問が生じる 102)。これを
踏まえ海外の空中風力発電研究機関の運用する地上発電装置について考察すると、発電
機と巻取モータを別に備えていることがわかる。
本研究全体の目的として発電システムを機械的に制御することを目的としているた

め、本章では、降下時にも発電機の回転を停止させず、かつ発電機の回転エネルギーを
消費しない機構の検討を行った。このため、フリーホイール機構と定荷重バネ (ゼンマ
イバネ)を利用した自動巻戻機構と、遠心力可変フライホイールストレージを搭載した
ポンピング発電システムを開発した (Fig. 7.2)。
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さらに、この特性を調べるため、実際の上空機 (カイト)を使用した屋外発電実験を
実施し、搭載発電機特性や上空機の運用法などが電力に及ぼす影響について検討を行っ
た。それらの結果から、今回のポンピング運動空中風力用地上発電システムの設計法や
運用法について論じる。

Fig. 7.1 従来型地上発電装置模式図

Fig. 7.2 今回開発した地上発電装置模式図
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7.3 機構

7.3.1 定回転方向伝達機構（フリーホイール）と自動巻戻機構

従来の多くの空中風力エネルギー用ポンピング発電システムは、テザー巻取リールと
発電機を同一軸状に配置する横配置が基本であった。本研究の直動発電システムは、テ
ザー巻取リール軸と発電機軸をチェーンで接続する縦配置型である。発電機側軸上にフ
リーホイール機構を配置することで、自動巻取機構と定方向回転伝達を実現した。

7.3.2 フリーホイール機構

フリーホイール機構は、自転車駆動輪などに多く組み込まれている機構で、一定回転
方向のトルクのみを伝達する機構である 103)。また、リール側軸上に定荷重バネによる
自動テザー巻取装置を設置した。Fig. 7.3が発電システムの全体写真であり、右下点線
の箇所に示すのが、自動巻取装置である。

Fig. 7.3 実験用ポンピング発電システム全体図

7.3.3 遠心力可変フライホイール

空中風力発電の性質上、放出巻取を切替える際、一時的に回転が停止する。そのため、
電気的制御を実施しない場合は再始動時に発電機や計器類に急激な負荷がかかり、シス
テムに機械的疲労や異常計測などの悪影響を与える。さらに、本研究で主として使用す
るコアレス発電機 SKY-HR125は高回転型であるため、一定の回転速度を維持すること
が望ましい。これらの問題を解決するには、インバータ制御などの電気的手法が存在す
るが、本研究では屋外運用の耐久性や整備性などの観点から、それらの運用は不向きで
ある。
そこで、力学的回転エネルギーにより電気的エネルギーを保存する「フライホイール

ストレージ」を採用し、発電機の回転を維持することを試みる 104)–107)。しかし、大き
な慣性モーメントを持つものを用いるのは、初期段階での回転速度上昇の妨げとなる。
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このため、コアレス発電機半径方向に対して Fig. 7.4(a)の模式図と写真の Fig. 7.4(b)

に示すように２個の分銅を配置し、これをスプリングで接続しフライホイールとした。
これにより、発電機は起動時などの低回転速度時は慣性モーメントが低く、高速回転時
は遠心力により分銅は初期配置半径Lに加え距離 xを伸展させ、慣性モーメントを増大
させる。そのため、より多くの回転エネルギーを保存することが可能になる。またこの
機構は、分銅の重量mやバネ定数の異なるバネに交換することで、必要に応じた設定
に変更することが可能である。

Fig. 7.4 (a)遠心力可変フライホイール模式図,(b)遠心力可変フライホイール-写真

7.4 解析

7.4.1 入力動力と出力動力

一般的なフライホイール設計に関する参考文献をもとにFig. 7.5に地上発電システム
の力学モデルを示す 108)。 一般的に動力 P は角速度 ωとトルク τ の積で、次式で求め
ることができる。

P = ωτ [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.1)

これをふまえ、本システムにおける出力電力Poutは、発電効率 ηを用いて次式より求め
ることができる。

Pout = η {Pin − (Ploss + PIM)} [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.2)

ここで、テザーによる入力動力 Pin、慣性モーメントによる動力 PIM、損失動力 Plossで
あり、式 (7.1)よりこれらは以下のように求めることができる。

Pin = ωrτr [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.3)
PIM = ωgτIM [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.4)
Ploss = ωgτloss [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.5)
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ここで ωrと ωgはそれぞれテザーリールと発電機の角速度であり、次式で求めることが
できる。

ωg = 2πng [rad/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.6)
ωr = 2πnr [rad/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.7)

ここで、ngと nrは発電機とリールの回転速度である。歯車機構や今回のようにチェー
ンスプロケット機構の増減速機構を使用している場合、リール側歯数を zr、発電機側歯
数 zgとして、動力が伝達される放出時には以下の条件が発生する。

nr <
zg
zr
ng [rps] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.8)

なお、フリーホイール機構を内蔵しているため、巻取時は動力伝達が行われないためこ
の限りではない。各条件におけるトルクの内、まず、テザーリールにおけるトルク τrは
テザー張力 T とリール半径 rの積であり、次式が成り立つ。

τr = Tr [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.9)

さらに、慣性モーメントによるトルクは、発電機そのものが有する慣性モーメント Igと
発電機の角加速度 αgの積とフライホイールに由来するトルク τf の和であり、次式が成
り立つ。

τIM = Igαg + τf [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.10)

今回使用する遠心力可変フライホイールのトルク τf は、フライホイールの分銅質量
mf、接続バネのバネ定数 k、バネ自然長と接続点までの半径の和 lspring、分銅の移動距
離 x、分銅の移動速度 dx/dtより遠心力とフックの法則より次式が成り立つ。

τf = 2mf (lspring + x)2αg + 4mf (lspring + x)
dx

dt
ωg [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · (7.11)

x(t) =
klspring

k −mωg
2

[m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.12)

xは Fig. 7.5からわかるように、機器的な上限 xmax下限 xminが存在し、次式で示す制
約が成立する。

xmin < x < xmax [m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.13)

今回のようにバネ定数 kと xmaxが小さい場合は最大半径に到達してしまうため次式で
計算を行う。

x(t) =
k(lspring + xmax)

k −mωg
2

[m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.14)

ここでαgは ωgの時間微分であり、ωg1と ωg2はそれぞれ時刻 t1と t2、その差分時間∆t

における瞬間の角速度として、次式より求めることができる。
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αg =
∆ωg

∆t
=

ωg2 − ωg1

t2 − t1
[rad/s2] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.15)

一般的にシステムの損失トルク τlossは、チェーンスプロケット機構や軸受の摩擦などに
よる機械的損失である。今回、自動巻戻機構に定荷重バネを使用しているため、これも
τlossとして扱う。このため損失トルクは、定荷重バネ巻取リール半径 rsと定荷重バネ張
力 Tsの積であり、次式で表すことができる。

τloss = Tsrs [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.16)

回転速度と同様にトルクも増減速機構による条件が存在し、次のようになる。

τr >
zg
zr
(τIM + τloss) [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.17)

Fig. 7.5 地上発電システム模式図
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7.4.2 テザー放出速度と係留張力

カイトを飛行させ電力を得るこの発電方式において、テザー張力 T はカイトの飛行
制御により制御することが可能である。ここでは設計上の目安となる静的な計算法につ
いて記す。Fig. 7.6に示す模式図のように風速 vwindの時、目標電力 Poutからテザー放
出速度 vrならびに最終的にはテザー張力 T を求める必要がある。テザー放出速度 vrは
次式より求めることができる。

vr = 2πnrr [m/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.18)

このうち nr は出力電力 Poutを求める式 (7.2)に式 (7.3)から式 (7.10)を代入・変形し利
用することで次式で表すことが出来る。

nr =
1

τr
[
Pout

2πη
+ ngτloss + τf + Igαg] [rps] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.19)

式 (7.15)を式 (7.14)に代入し vrを次式より求める。

vr =
2π

T
[
Pout

2πη
+ ngτloss + τf + Igαg] [m/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.20)

Fig.7.6に示すように、カイトと係留テザーと地上がなす角 θより上昇速度 vkite·yと後退
速度 vkite·xを求めることができる。

vkite·y = vr sin θ [m/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.21)
vkite·x = vr cos θ [m/s] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.22)

カイトの揚力Lkと抗力Dkは空気密度 ρ、翼面積 Sk、揚力係数CL·k ならびに抗力係数
CD·kから求めることができる。

Lk =
1

2
ρSkCL·k(vwind − vkite·x)

2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.23)

Dk =
1

2
ρSkCD·k(vwind − vkite·x)

2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.24)

ここで、Sk とCL·k とCD·kはカイトにより異なる。係留テザーの瞬間の放出長 lは、初
期長 liと時間経過放出長 lvの和であり次式が成立つ。

l = li + lv [m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.25)

放出時間∆t秒後の lvは vrを時間積分することで計算することができる。

lv =

∫ t1

t2

vrdt [m] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.26)
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単位長さあたりのテザー質量をmtとして、時間 t経過後のテザー総重量Mtは次式で求
めることができる。

Mt = mtl [kg] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.27)

テザーが及す抗力Dtは、テザーの前方投影面積 Stとテザー抗力係数 CD·tより次式に
て求めることができる。

Dt =
1

2
ρStCD·t(vwind − vkite·x)

2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.28)

ここで Stはテザー形状を直線と仮定し、テザー直径 dtとして次式より求めることがで
きる。

St = dtl [m2] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.29)

最大テザー長を lmaxとしたとき、最大テザー重量Mt·maxは次式になる。

Mt·max = mt(lmax+ li) [kg] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.30)

テザー張力 T はカイトに働く地上水平方向 xと高度方向 yのそれぞれの力 Fxと Fyを
用いて次式のように求まる。

T =
√

Fx
2 + Fy

2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.31)

補助動力のないカイトの重量をmk 、重力加速度 gとして、Fxと Fy は次式により求
まる。

Fx = Dk +Dt [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.32)
Fy = Lk − (Mt +mk)g [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.33)

式 (7.31)によって張力 T は次式となる。

T =

√
(Dk +Dt)2 + {Lk − (Mt +mk)g}2 [N] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.34)

7.4.3 発電機校正値による解析

発電機はそれぞれに発電特性が異なる。このため校正を実施することにより、式 (7.8)

の不等号を等号と仮定した上で変形しngを求めた値と、発電時の負荷抵抗Rと、発電効
率 η、Pout(式 (7.2))さらに、これに加え発電トルク τgの関係式を得ることができる。し
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Fig. 7.6 カイト・リール部の力学模式図 89)

たがってR値と ng 、η、Pout、τgのいずれかを計測することができれば、それぞれの値
を逆算することができる。今回の実験に使用した SKY-HR125の場合は以下の式とる。

Pout = 3.2817R−0.5559 · n2.0524R0.0031

g [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.35)
τg = 3.2015R−0.841 · ng + 0.1805R0.0861 [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.36)
η = 0.0146R0.1945 · ng + 3.5243R−0.66 · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.37)

さらに、式 (7.35)から式 (7.37)を利用することによって、計測時の誤差・不良値などが
発生した場合の検証が可能になる。

7.5 実験目的

ここではフライホイール評価実験と発電システム実証実験の二つの実験を行う。フラ
イホイール評価実験は、予備実験として地上においてフライホイールの分銅が発電電力
へ与える影響を検討した。発電システム実証実験は、本発電システムが地上実験のみな
らず空中風力発電に有効であり、7.4章に示す計算式が解析に有効であることを検証す
ることを目的とした。さらに、発電システム実証実験の結果を検討し、発電システムに
改良を加えた発電電力増加実験を実施し、電力を増加させることで、設計法として有効
性や運用法の応用性があることを検証した。

7.6 発電システム実証実験装置・実験環境

7.6.1 ポンピング運動発電実験装置

開発した発電装置は「リール式直動・回転運動変換部」「遠心力可変フライホイール
一体型発電部」「上空機 (カイト)」の３つの部位に区分することができる。リールは園
芸用プラスチック皿を向かい合わせてホイール状に加工した物を使用した。
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カイトは、Fig.7.7のようにカイト前縁部を制御テザーに接続することで降下させる。
研究の当初、風車運搬方式研究用のスレッドカイトを連凧として使用していたが、制御
テザーによりカイトの迎え角を下げ揚力を減少させ降下を試みると、標準装備の縦方向
骨格と気柱のみではカイトそのものの形状が変化し墜落する問題が発生する。これを防
止するため、農業用グラスファイバーをX字状に結束固定することで、降下時の形状変
化を防止し上昇降下の制御が可能になった。
また、翼面積の変化による発電電力の差を比較するため連凧の使用を検討した。従来

の縦型連凧は上空での飛行安定性が高いという長所を有しているが、昇降制御が困難で
あるという短所があった。このため総翼面積を変えず制御性を確保するため、双子航空
機を参考とした横連凧を採用し (Fig.7.8参照)、発電システム実証実験で横連凧の有効
性も検証の対象とした。

Fig. 7.7 カイト昇降発電実験全体模式図図

Fig. 7.8 グラスファイバーX骨格装着横連凧 (双子機)
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Table 7.1 発電システム仕様表
要素 記号 単位 数値

リール直径 Dreel mm 222

係留テザー長 lr m 7.07

初期長 li m 20.0

リール側スプロケット歯数 z1 t 48

発電機側スプロケット歯数 z2 t 16

定荷重バネ張力 Ts N 25.48

定荷重バネ長 lss m 1.0

オートリール直径 Dspring mm 75

フライホイールバネ定数 k N/m 660

フライホイール分銅 mf kg 0.48

分銅運動半径 l + x mm 150-180

Table 7.2 発電システム電装品一覧
要素 名称

発電機
スカイ電子

SKY-HR125· SKY-HR200

発電機用抵抗器 0-500 オーム 可変抵抗器
回転速度計 小野測器 HT5500

張力計 ノーブランド電子秤改良品
データロガー グラフテック GL220

電源装置 EcoFlow RIVER

7.6.2 実験装置諸元

これらの寸法等仕様をTable 7.1に、発電機・回転速度計などシステムの電装品一覧、
機材のメーカ・仕様などをTable 7.2にそれぞれ記載する。ただし当該方法による発電
が実証可能か不確定だったため、SKY-HR200発電機はフライホイール評価実験に使用
し、発電システム実証実験には使用していない。
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7.6.3 実験場所

本実験は神奈川県厚木市相模川河川敷で実施した。この場所を選定した理由は、協力
研究機関の神奈川工科大学や工業団地に近く、修復部品の調達や実験機器の整備などが
可能であり、近隣に空港などの施設がなく、実験に対する制限が少ないためである。

7.7 フライホイール評価実験

人力でテザーを牽引しポンピング運動を再現する牽引実験と、テザーを接続した3.6[kg]

のウェイトを 1 [m]の高さから巻取時間を含み 5秒に一度落下させる等荷重実験を実施
した。Table 7.3及びTable 7.4はそれぞれHR125と HR200の発電電力・張力・リール
回転速度・発電機回転速度それぞれの平均値を示しており、Table 7.5は等荷重実験の
結果を示している。
HR125を使用した実験では分銅装着時の入力張力が 1.2～4.25[N]大きくなっているも

のの、リール回転速度はいずれも未装着に比べ 0.36～0.56[rps]小さい。発電機回転速度
では、トルクの小さい 120[Ω]では回転速度の差は 0.04[rps]であるにも関わらず発電電
力は 0.68[W]、分銅装着時が上回っている。しかし 90[Ω]では回転速度の差は 0.47[rps]

で 0.28[W]、分銅装着時が下回っている。これは発電機内トルクの小さい 120[Ω]では回
転が保存されていることに由来する。HR200においては入力張力条件が 10[N]以上あり
フライホイールが負荷となっていることを示している。
またHR125を使用した等荷重実験においては 120[Ω]及び 90[Ω]では分銅未装着がい

ずれも高い発電電力を示している。120[Ω]では分銅固定と遠心力可変ではいずれも変わ
らないが、90[Ω]では遠心力可変が 0.07[W]高い値を示している。
遠心力可変と固定フライホイールに大きな差が現れなかった原因は落下距離が短かっ

たことにある。本実験から短い周期で動力を入力する場合は、フライホイールは発電電
力の妨げになることがわかった。ただし、HR125は高回転型発電機であり回転を維持
することが重要であると判断し、実際のポンピング発電では長周期となるため、その後
の実験では遠心可変フライホイールを接続し実験を実施した。
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7.8 発電システム実証ポンピング運動発電実験

7.8.1 実験結果

今回、発電システム実証実験では有骨格化スレッドカイト単機 (Mono)と双子機 (Twin)

にてポンピング運動発電が可能かを検証する実験を実施した。Fig.7.9は実験時の風速
の記録を示しており、Fig.7.10は実験時の写真であり、 Fig.7.10は上から順に「発電電
力 (Power)」「係留張力 (Tension)」「発電機回転速度 (G r speed)」「リール回転速度 (R

r speed)」を示している。また、Table.7.6に「往復周波数」や「瞬間最大電力」等の結
果を記している。単機実験は、実験時間中に最も風速が増大した 14:52頃に実施した。
双子機実験は、風速が減少した 17時頃に実施した。このため、結果は単機の方が平均・
最大電力ともに高い値を示した。

Fig. 7.9 発電システム実証ポンピング運動発電実験時の風速

Fig. 7.10 発電システム実証ポンピング運動発電実験時の様子
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Table 7.6 発電システム実証ポンピング運動発電実験結果表
要素 単位 単機 双子機

往復周波数 Hz 0.11 0.1

平均係留テザー張力 N 35.29 29.20

最大係留テザー張力 N 87.74 96.82

リール回転速度 rps 0.11 0.05

発電機回転速度 rps 1.95 No Date

平均電力 w 1.91 1.04

瞬間最大電力 w 6.92 6.04

Fig. 7.11 発電システム実証ポンピング運動発電実験結果グラフ
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7.8.2 結果検証と解析

本実験は、風速約 2[m/s]で実施し、最大瞬間張力が高い値を示した双子機実験より、
風速約 3[m/s]で実施した単機実験の方が平均・最大電力が大きくなった。このことよ
り、高回転型発電機 (SKY-HR125)を使用した場合、電力に最も影響を与える入力動力
は、トルクを増大させるのに必要な張力ではなく、回転速度を増大させるカイトの送り
速度に該当する風速であることがわかった。また、Fig. 7.11中の発電機回転速度 15秒
から 55秒までを見ると回転が止まっていないことがわかる。このことからフライホイー
ルとフリーホイールの二つの機構の採用により、Fig. 7.11発電電力値 30秒付近では機
体の上昇が終了したことによる張力増加の終了後も発電機の停止を減少させることに成
功している。
地上屋内実験時はターンテーブルではなく固定台座で使用していた本発電システムで

あるが、屋外の風向が頻繁に変動する状況下においては、風向方向にリール射出方向が
一定であるため台座を杭で固定し運用することは機器にかえって悪影響を与えることが
わかった。
nrの計測値が実験前点検で問題がなかったにも関わらず推定値される回転速度の 2分

の 1の値を示した。原因は実験中の振動により固定座から離れたことによるものと考え
る。また ng値も大きく振動しており、検証が必要である。このため式 (??)を使用し、
単機実験の発電電力から回転速度を解析した。Fig. 7.12はその結果を示している。こ
の計算により得られた回転速度は、計測した回転速度にほぼ一致し、55秒経過後に発
生した計測不良を補っている。また、nr値が推定値の 2分の１の値を示していたため、
その検証も式 (7.2)から式 (7.37)を使用し実施した。
計測した nrなど計測値・寸法などの条件を各式に代入し求めたテザー放出時の入力

動力Pin、式 (7.35)にngを代入し求めた電気計算電力、式 (7.2)などの各式に則りPinか
ら PIMと Plossを差し引き、発電効率 ηをかけた力学計算電力の算出を行った。その結
果、実験値・電気計算電力・力学計算電力は Fig. 7.13に示すように誤差の範囲で一致
した。従ってこれらの式は、運用において計測不良・誤差が発生した場合に有効である
ことを示した。また張力に由来する入力動力については第 8章に詳細を記す。

Fig. 7.12 電力から計算した発電機回転速度
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Fig. 7.13 実験値,放出動力,電気計算電力,力学計算電力

7.9 発電電力増加実験実験装置

式 (7.2)よりPinの入力を増加させ、Ploss · PIMを低減することでPoutを大きくするこ
とが可能である。また Fig. 7.11からわかるように、一回の放出行程の時間、すなわち
テザー放出時間に比例して電力は増加する傾向があった。この２点を考慮し、電力増加
改造を実施した。
まず、リールは、Pinを増加させるためカイトのテザー張力 T が及ぼすトルクを大き

くするため、大径軽量の糸車型に変更した。Plossを低減させるため、最大放出テザー長
lmaxを増加させると同時に、一行程あたりの総回転回数の増加を図るため、巻取機構に
も改良を実施した。定荷重バネがリールに及ぼす τlossを低減するため Tsが低く、1回の
放出行程の総回転数を増やすため、lsが長い物に変更を行った。さらに、部品単価が低
く、無電源で利用可能な模型用小型DCモータを無負荷でベルト接続し、その発電電圧
を計測することで回転数を計測した。
これら寸法・性能の変更点を Table 7.7に、システムの電装品の変更点を Table 7.8

に記載する。また発電電力増加実験では、高トルク型発電機 SKY-HR200を使用した
場合の運用も検証の対象とした。フライホイール評価実験における牽引実験において、
回転数増大を目的としたチェーンスプロケット機構の影響によりトルクが減少したた
め、 高トルク低回転型の発電電力量は芳しくなかった。本実験ではスプロケットの比
率を「16:16」「24:16」「32:16」「48:16」になるように複数のスプロケットを使用し、発
電機にスプロケット比の違いによる発電電力の差を比較検討の対象とした。なおこの
SKY-HR200使用した実験は、部品破損の都合によりフライホイールを使用していない。

7.10 発電量増加ポンピング運動発電実験

7.10.1 発電量増加ポンピング運動発電実験結果

Fig.7.14は、電力増加実験の結果である「発電電力 (Power)」「係留張力 (Tension)」「発
電機回転速度 (G r speed)」「リール回転速度 (R r speed)」を示している。また、Table.
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Table 7.7 発電電力増加ポンピング運動発電実験発電システム寸法等諸
要素 記号 単位 数値

リール直径 Dreel mm 293

係留テザー長 lr m 10.12

リール側スプロケット歯数 z1 t 16/24/32/48

発電機側スプロケット歯数 z2 t 16

定荷重バネ張力 Ts N 11.78

定荷重バネ長 lss m 3.0

発電機抵抗値 R Ω 90.4- 120.0

Table 7.8 発電電力増加ポンピング運動発電実験発電システム寸法等諸
要素 名称

発電機
スカイ電子 SKY-HR125

/SKY-HR200

回転速度計 マブチ FA130R DCモータ

7.9 に各種結果を記している。
最大電力は、発電システム実証実験の約 5倍の 31.16[W]を得ることに成功した。し

かし自動巻取機構の定荷重バネの張力値 Tsを 25.48[N]から 11.78[N]と低い値のものに
変更したことにより巻戻能力が低下し、テザーが地上に接触した場合、地面との摩擦力
により巻取りが困難になった。このためカイトを制御降下させ、テザーを地面接触させ
ないようにして対応した。このため毎分２往復となった。また、DCモータを計測に使
用したことで、電圧の正負から回転方向が観測できるようになった。
高トルク型発電機 SKY-HR200を使用し、リール・発電機接続スプロケット比を変更

した場合の電力に及ぼす影響を確認する実験も実施した。その結果をTable. 7.10に示
している。
この実験では、スプロケット比が最小の「16:16」の場合が、最大電力が最も大きく、

スプロケット比が最大の「48:16」の場合が最小値を示した。しかし、平均張力と平均
電力の値には大きな差が見られないことから、一回の放出行程全体のエネルギー量に大
きな差がないことが示唆された。

Table 7.9 発電システム実証ポンピング運動発電実験結果表
要素 単位 数値

往復周波数 Hz 0.033

平均係留テザー張力 N 11.49

最大係留テザー張力 N 32.07

リール回転速度 rps 0.11

発電機回転速度 rps 1.22

平均電力 w 4.397

瞬間最大電力 w 31.16
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Fig. 7.14 発電電力増加ポンピング運動発電実験電力増加実験結果図

Table 7.10 発電電力増加ポンピング運動発電実験スプロケット比変更実験結果
要素 単位 16:16 24:16 32:16 48:16

平均係留テザー張力 N 17.87 12.24 16.78 15.75

リール回転速度 N 0.28 0.26 No 0.026

発電機回転速度 N 0.69 0.62 0.46 0.16

平均電力 rps 0.56 0.32 0.15 0.49

瞬間最大電力 W 5.60 2.77 1.65 1.51
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7.10.2 発電電力増加ポンピング運動発電実験考察

発電電力増加実験の電力増加実験では、式 (7.2)に基づく電力増加法「入力トルクの
増加」「巻取機構による損失トルクの低減」と、発電システム実証実験結果から増加が
予測された「テザー放出行程時間の延長」に基づく電力増加に成功した。これらの結果
から、発電システム実証実験の解析結果と合わせると、各式は設計法としても有効であ
ると言える。
スプロケット比の変更による最大電力の差は、放出行程入力エネルギー総量に由来す

るものである。エネルギー保存の法則から、スプロケット比が小さくなり瞬間最大電力
が増大した場合も、行程時間が短くなったに過ぎないことを平均電力は示している。
今回フライホイールを使用したことにより、Fig. 7.11及び Fig. 7.14からわかるよう

に、ng値は放出が終了するまでの間は安定的に上昇していた。このことから、発電機
の回転は等加速度運動に近い状態であったことがわかる。電力が時間変化に対して一次
関数的に傾きがあることから、「発電勾配」と呼称し、この放出時間∆tとの関係を次式
で表す。

P’out = CP ·out∆t [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.38)

このため 1行程あたりの∆tが増える「テザー放出行程時間延長法」が有効であった。
ここで、CP ·outを「発電勾配係数」と呼ぶ。トルク τ は角加速度 αと慣性モーメント I

の積であり次式で表すことができる。

τ = αI [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.39)

また角速度 ωは αと∆tの積であり次式で表す。

ω = α∆t [Nm] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.40)

式 (7.1)より P は τ と ωの積であることから、次式が成り立つ。

P = α2I∆t [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.41)

このことからCP ·outは式 (7.38)より次式で表す。

CP ·out = α2I [rad2 · kg ·m2/s2] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.42)

スプロケット比変更実験や過去の地上実験の結果から、スプロケット比のリール側が小
さい場合や、一般的に発電機のトルクが小さくなる発電抵抗Rが大きい場合などの電
力勾配係数をCP ·out1、スプロケット比が大きくR値が小さい場合のものをCP ·out2とす
ると、次のような関係が成り立つ。

CP ·out1 > CP ·out2 [rad2 · kg ·m2/s2] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (7.43)
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　 7.5.3章に記載したように、発電機の電力などの特性は校正により求めることが可能
である。したがってCP ·outは発電機の特性やカイトなどの上空機の運用方法といった用
途により適切な値は異なり、応用性があるものと考える。以上の結果より、従来の効率
的に風力エネルギーを採取する上空機軌道の結果と組み合わせることで、空中風力発電
システム全体のエネルギー収支計算が可能になった。
先に記したようにフライホイールそのものは十分に機能したことがわかったが、今回

使用したバネがのバネ定数が小さかったことなど遠心力により分銅が可変することが有
効であったか十分に検証できなかった。これについては今後の研究課題とする。

7.11 まとめ

空中風力発電の一手法であるポンピング発電システムにおいて、降下時にも発電機の
回転を停止させず、かつ発電機の回転エネルギーを消費しない機構の検討を行った。こ
のため、フリーホイール機構と定荷重バネ (ゼンマイバネ)を利用した自動巻戻機構と、
フライホイールストレージを搭載したポンピング発電システムを開発し、実験的に研究
を行い、以下の結論を得るに至った。

1. カイトによるポンピング運動発電実験の成功により、当該発電システムが空中風
力発電の地上発電システムとして有効であることを証明した。また同実験におけ
る計測不良を補う解析を実施し、計算電力値が実験値と一致したことから各計算
式が有効であることを示した。

2. 発電電力増加実験の結果より、巻戻機構などの損失トルクの低減や、テザー放出
時間の延長により電力を増加させた。またスプロケット比を変更しても総エネル
ギー量に影響を与えない。

3. これらの結果から、今回提案したシステムが巻取り時にも電力を消費せずに運用
可能であることを示し、ポンピング方式空中風力発電用地上発電システムに特化
した設計計算法を確認した。

4. 本研究により導き出た数式を利用することで、従来の上空機のエネルギー計算シ
ミュレーションの結果を入力し、最終的な電力を示すことができるようになり、ポ
ンピング運動発電システム全体のシミュレーションが可能となった。

5. フライホイールそのものは十分に機能したが、遠心力により分銅の半径が可変す
ることが有効であったか十分に検証できなかった。これについては今後の研究課
題とする。
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8 「ロープ・プロペラシャフト方式」と「ポンピング運動
方式」の比較検討

本章では「ロープ・プロペラシャフト方式」「ポンピング運動方式」の 2方式につい
て、開発・実験を通じて得られた「エネルギー変換効率」の知見、第 1章で示した「経
済性」「安全性」のこの三点について比較検討する。

8.1 エネルギー変換効率に関する検討

機構によるエネルギー・動力伝達の原則として、損失は要素数に比例するとされてい
る。これは機械的動力伝達の場合は要素数が増えることで摩擦などの損失要素が機構の
数に比例するためである。これを踏まえ、ロープ・プロペラシャフト方式の実験におい
ては以下の３点を損失の原因にあげることができる。

• 風車と連凧を接続した軸受の摩擦抵抗による損失

• 単ロープ・プロペラシャフト機構による損失

• 発電機の発電効率による損失

この三点の減衰は「軸受・回転系の損失」「動力伝達系の損失」「発電系の損失」として
両方式に共通する損失とし扱うことができる。それに加え、ロープ・プロペラシャフト
方式に関しては「風車のエネルギー変換効率」が、ポンピング方式に関しては「テザー
の伸びによる損失」が独自の損失がある。ここでは上記５点の損失について検討する。

8.1.1 軸受・回転系の損失

ロープ・プロペラシャフト方式における軸受・回転系は風車を係留する球体軸受が発
電機内蔵軸受を除き唯一の軸受である。しかし、球体軸受はポンピング方式の軸受のよ
うに回転に関する摩擦だけでなく、係留部としての下方向の摩擦を受けたことがそのエ
ネルギー減衰の原因となった。これはFig. 8.1に示すように地上部係留テザーとプロペ
ラシャフトを分離することで軸受にかかる負荷を低減できる可能性はある。しかしなが
ら、係留テザーとプロペラシャフトを分けた場合においては、急な風向きの変動に対応
する方法は発電装置全体がターンテーブルなどにより大きく旋回する必要があり、現実
的ではない。
また、後段のプロペラシャフト軸が機能し得るためには一定の負荷 (張力)がかかるこ

とが不可欠となる。このため下方向に摩擦のかからない磁気軸受（マグネットベアリン
グ）か、パンタグラフなどによる張力が軸受に作用しない機構を設置する必要がある。
いずれの等張力装置を使用した場合の重量増は不可欠である。これに対しポンピング方
式はリール側両端と発電機側片端の３箇所の軸受を有している。一般的な回転軸の摩擦
や寿命計算で対応することが可能であるため設計計算も容易である。
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Fig. 8.1 プロペラシャフトと係留テザーを分けた場合の模式図

8.1.2 動力伝達系の損失

ロープ・プロペラシャフトに関して、動力伝達軸の原則は関連資料によれば「十分な
強度剛性を有しトルクを伝達する」とあるように、プロペラシャフトには強度剛性が不
可欠である。繊維ロープでこれを再現する場合、回転によりロープの線密度が高い状
態、いわゆる「ロープが締る」状態になることが不可欠である。動力軸の動力伝達効率
は入力側のせん断力に大きく依存する。
常に一定の回転速度を維持していれば、ロープの締まり状態で横弾性係数Gを一定

に維持することが可能である。しかし実際の風力発電の現場においては風車の回転速度
一定ではなく、ロープの締まりは一定にならないためG値は絶えず変動するため動力
伝達効率は小さくなる。
また、せん断によるシャフトへのひずみエネルギーの保存は横弾性係数だけでなくそ

の長さ lや直径 dに大きく影響を受ける。ロープが締まった箇所と緩んだ箇所ではG値
が異なるためひずみエネルギーが変動する。これにより動力の伝達量が減少し、損失は
大きくなる。高度を上げることでプロペラシャフト長を延長することでこの損失量は顕
著に現れ発電機へ伝達する動力が減少する。
以上の２点を考慮すると、風速に極端な変化がなく長時間一定の回転を維持したロ

ケット型気球風車による発電実験と、１ [m]ロープ・プロペラシャフトによる動力伝達
実験では、ロープ による動力伝達がある程度有効であった。強度と断面積を向上して
臨んだ連凧による風車運搬発電実験においてロープ・プロペラシャフトによる動力伝達
において大きな損失が発生した原因である。
ポンピング方式においてはTable 7.10に示すように発電量増加実験 (スプロケット比)

において 48:16の増回転速度設定よりも 16:16の等回転速度設定の場合の方が瞬間・平均
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発電電力が大きかった。したがって今回使用したスカイ電子製 SKYHR125の場合の適
切なスプロケット比は 1:1である。これは発電機軸とリール軸を同一軸上に配置する方
が効果的である事を示している。同一軸に配備した場合、チェーン・スプロケット機構
およびベアリングの摩擦による損失を低減することで損失を減らすことが可能である。
またチェーンリンクにより動力伝達を実施した場合において、その動力伝達損失を求め
る方法は一般化されているため、設計段階で動力伝達損失を考慮に入れ計算する 109)。
その点においてもチェーン・スプロケット機構は優れている。材料力学から、縦弾性係
数 E、横弾性係数G、ポアソン比νより次式で求めることができる 110)。

G =
E

2(1 +ν)
[GPa] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (8.1)

一般的な材料は縦弾性係数Eの方が横弾性係数Gより大きいため、仮に十分な剛性を
有していたとしても、同一材料・同一直径のテザーにより動力を伝達した場合はねじり
ひずみが引張ひずみと比べて大きく、弾性あるいは塑性変形により動力が減衰する。ま
た、ねじりによる動力伝達は、引張りによる動力伝達に比べ少ないエネルギーで材料が
破壊され伝達可能な動力は制限される。
同等の動力伝達を行う場合は大径化が避けられず、重量が増加する。したがって本研

究で使用した単ロープ・プロペラシャフト機構による動力伝達は減衰や重量増加などの
デメリットを伴う手法と結論する。
しかしすべてのロープ・プロペラシャフトが非効率というわけではない。英W＆ I社

や西 semAWE社が開発を進めるロープチューブプロペラシャフト方式は、ロープによ
りトラス構造を構成することで、回転動力を引張により伝達し、この問題を解決してい
るものと推察する 111), 112)。

8.1.3 発電系の損失

今回の研究においては 2方式で共通の発電機を使用し研究を進めたため、この項目は
共通の検討項目である。本研究で使用したスカイ電子HR125・HR200高回転低トルク型
発電機であるため、風車運搬方式では低回転高トルク風車を本研究では使用していた。
そのため高回転型の風車を使用する必要がある。ポンピング方式であればリール径を小
径にすることで対応可能である。　

8.1.4 風車のエネルギー変換効率

５章に示したように、ベッツの法則により風力発電風の最大理論効率は 59.3[%]であ
り、Fig. 8.2は参考文献をもとに風車種別ごとの出力効率 Cp-周速比 λを示している
113), 114)。また風車に風を集める風レンズを使用した場合でも Cp値の上限は 0.5程度と
報告されている 115)。今回の研究ではCp値は 0.1程度であり、これを向上させることは
容易ではないものと推察する。また先に論じた上空の風車のエネルギーを地上の発電機
に伝達する間に減衰してしまう。
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これに対しポンピング運動方式に関していえば、上空風速 v、空気密度 ρ、上空機の
揚力係数 CL、上空機とテザーそれぞれの抗力係数 CDより次式より採取することが可
能な最大動力値 P を計算することが可能である 116)。

P ≤ 2

27
ρAvw

3CR(
CR

CD

)2 [W] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (8.2)

CR = CL

√
1 +

(
C

D kite + C
D tether

CL

)2

· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (8.3)

7章の理論実証実験の諸条件を上式に代入し、NEDOの公表する風況マップの値から
上空風速を 5.0-5.5[m/s]として計算した場合、計算上の動力範囲は 33.4∼42.1[W]であ
る。張力と回転速度から計算した最大動力約 27[W]は計算値であることから、上空の風
速は 5.15[m/s]以上であったことがわかる。したがって、設計段階の値と実際の運用時
の値が乖離する風車運搬方式による発電は、ポンピング方式と比較して効率が悪いと言
える。
ただしこれは地上に発電機を設置し、発電に専従する場合に関しての結論である。上

空に風車と発電機を運搬するFly-Gen方式の発電電力により、上空で通信・撮影・観測
などの用途で上空で電力を使用する場合は風車を運搬し発電を行い電源として利用する
方が機械的・電気的に合理的である。

Fig. 8.2 風車種別ごとの出力効率-周速比線図

8.1.5 テザーの伸びによる損失

係留テザーの伸びによる損失となるひずみエネルギーUの値は縦弾性係数E、テザー
断面積 Stether、テザーの総長 l、テザーにかかる荷重 P より次式で求めることが可能で
ある。

U =
P 2l

2EStether

[J] · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · (8.4)
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ポンピング運動方式で使用したパラシュートコードは、United States Military Standard

のParacord Type に定められたものを使用しているため、許容張力 550[lb](2446[N])の
時点の伸び率は 30[%]である 117)。この値をもとにフック法則よりパラコードの縦弾性
係数Eを計算すると 1.32[GPa]である。式 (8.4)に最大牽引長 27.07[m]を lとして、そ
のほかTable 7.6にある単機実験最大値を代入し計算すると 6.28[mJ]の損失であり、誤
差の範囲で無視できるものである。

8.2 経済性に関する検討

ここまで共通発電機を使用し議論してきたため、ここでも発電機は共通のものを使用
し、500[W]級発電装置を運用する場合を想定しその経済性について比較する。
風車運搬ロープ・プロペラシャフト方式においては、動力伝達効率を向上するため、

プロペラシャフトを英W＆ I社同様のロープチューブプロペラシャフトを使用した場
合にはトラス構造を組むためテザー本数が増加しコストが増加する。テザー本数増加
は安全性にも直結する問題であるため、後段で詳細は論じる。風車に関しては 5章で
開発した垂直軸風車はカーボンスリーブ (筒状カーボン)の国内価格は直径 5.08[mm]で
144,833[円/m2]であり,強度上大きく差がなく価格は 7,960[円/m2]であるカーボンクロ
ス筒状縫合材を使用し低価格化を図った。
しかし現状の設計を踏襲した 500[W]級風車を開発した場合、３枚のブレード製造に

必要なカーボンクロスの量は上下の翼端板と垂直ブレードをそれぞれ３枚分用意した場
合、81倍のカーボンクロスが必要となり単純な材料費だけで 81倍の価格増になること
は明白である。なおこれは大型化による剛性強化を考慮に入れていない試算である。
また投影面積81倍すなわち縦横9倍の場合、直径・高さ共に5.4[m]、推定重量129.6[kg]

の風車を運搬する必要があり、地上での運搬においては分割運搬が理想的である。しか
し運搬のため分割するとその剛性を維持するのは困難でありそのため、分割点数を減ら
し可能な限り大型の部品を輸送するため輸送コストも増加する。また、上空への運搬は
現在のペイロードの安全率 4を考慮したペイロードは約 600[kg]程度にする必要がある。
しかし現実的に考えた場合、ペイロード 600[kg]の航空機であれば航空法で定められ

た安全基準審査である耐空証明を受ける必要がある。その費用は商用航空機と同等の
ものになり、航空法関係手数料令によれば審査手数料のみで 3,733,100円が必要であり、
審査に合格する航空機開発費用は現在のところ試算できない 118)。参考までに第１章で
示した Fly-Gen方式を実施する米Makani Power社は公表しているだけで 15億円の開
発費を要している。市販品の風車を使用した場合についても検討する。伊Makemu社
500[W]級風車を導入した場合、風車性能校正が実施されていないことから、公称性能
からの減少が見込まれるため 1000[W]級を比較の対象とする 119)。この場合上空に運搬
する風車の重量は 12[kg]で価格は 757EUR(約 9万円)と独自開発と比較し価格は大きく
抑えることが可能である。ポンピング運動方式の場合、地上機は市販の 500[W]級ウィ
ンチ程度の寸法であるため大きく見積もっても寸法は 500 × 1000 × 500[mm]程度であ
り、乗用車のトランクに積載することが可能でありコストを抑えることが可能である。
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上空機も他の研究機関の事例や、本研究における無制御放出実験の瞬間最大発電電力が
1.7[kW]であることから鑑みても第７章のカイトをそのまま使用することが可能であり
登山用 30[L]バックパックに収納可能であるため、輸送にかかるコストを抑えることが
可能である。ただし、上空機の価格がその種別により大きく変動する。７章同様にカイ
トをロッドを使用し制御するか、KCU(Kite Control Unit)を使用し制御するか、グラ
イダーなどの航空機を操舵し軌道制御するか,それにより価格は大きく変動する。しか
しながら 500[W]級においては、設計段階の未知数が少なく追改造の必要性が無いこと
や、先に示した理由から風車運搬方式と比較して高価になるとは考えにくい。いずれの
方式も事故に備え、風力発電向け損害保険に加入した場合、重量物を上空へ運搬する風
車運搬方式の方が一般的に掛け金が高額になるものと推察する 120), 121)。以上の結果か
ら経済性においてもポンピング運動方式が合理的である。

8.3 安全性に関する検討

先の経済性同様に 500[W]級に発電量を増加させた場合について検討し論じる。風車
運搬方式に関しては先の試算重量 129.6[kg]の場合、前述のMakemu社製を使用した場
合、重量物落下によるリスクは低減される。しかしながら、ロープ・プロペラシャフト
機構は常に一定の張力が不可欠であるため上空機と風車の接合部に疲労が蓄積する。風
速変動による金属の疲労から風車落下事故の原因となった事例がある 122)。そのため風
車運搬方式に関しては、Makemu社製発電装置は発電機が軽量であることや、推定され
る風車重量は固定用支柱を含む重量であることから支柱を取り除き軽量化し、風車と発
電機のみを運搬する Fly-Gen方式を実施することが安全上の観点からも、合理的であ
る。ポンピング運動方式の場合、上空機をロッド制御カイト、KCU制御、複数ライン
によるカイト制御、グライダー操舵制御のいずれにより運用するかで安全上の問題も大
きく変化する。カイトなどの係留航空機の安全上の原則として、係留テザーの本数が増
えるごとに巻込事故などのリスクが増加する。このため地上発電装置と上空機を接続す
る係留テザーは１本であることが望ましい。独Enelkite社のカイト制御方式は複数ライ
ン制御であり、巻込や上空でのテザー同士の絡まりのリスクは介在する 123)。蘭デルフ
ト工科大学が実施するKCU制御はカイト制御のタイムラグを低減させる目的で運用さ
れる場合が多いが、安全上の観点から鑑みても合理的である 124)。蘭AmpyxPower社や
スイス連邦工科大学で実施されるグライダー操舵の場合、テザーの絡まりや巻き込み事
故に関するリスクは最小限に抑えられている 125)–127)。
しかしグライダーそのものがカイトと比較し重量が重く、安全対策として制御を失った

場合は、自律的に帰還する、あるいは軟着陸させることが望ましい。また蘭AmpyxPower

社などのグライダー型の場合、型式証明を取得した無人航空機である。このため墜落な
どの事故発生時は航空機事故として処理されるため物理的にも社会的にも大きなリス
クを伴う。以上の「エネルギー変換効率」「経済性」「安全性」についてまとめたものを
Table 8.1に記す。
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8.4 まとめ

本章においてはロープ・プロペラシャフト風車運搬方式とカイトコントロール・ポン
ピング運動方式の 2方式のGround-Gen方式について「エネルギー変換効率」「経済性」
「安全性」の三点について比較検討を実施し、以下の結論に至った。

1. 風車運搬方式のエネルギー変換効率に関しては動力採取を行う風車の段階で、最大
で採取可能な動力は約 60[%]で、一般的には 10[%]前後であり、後段の軸受・ロー
ププロペラシャトでも大きな損失が発生する。これは材料強度や要素数が増える
ことでエネルギー密度が低下することに由来する。

2. ポンピング運動方式のエネルギー変換効率に関しては、発電機の効率が最も大き
い損失であり、係留テザーの伸びによるエネルギー損失は誤差の範囲内である。

3. 風車運搬方式の経済性に関しては、高出力化すると共に風車の大型化や部品点数
の増加により重量が増加するため、上空機の大型化あるは連凧の機体数増加が不
可欠である。これにより単価や運送料の増加だけでなく保険料なども増加する。

4. ポンピング運動方式の経済性に関しては、同程度の風車運搬方式に比べ地上機に
ついては小型で部品点数も少ないものが使用可能でコストを抑えることが可能で
ある。しかし上空機に関しては布製カイトを使用するかグライダー型航空機を使
用するかで大きく変動する。

5. 風車運搬方式の安全性に関しては、高出力化には風車や単プロペラシャフトをロー
プチューブプロペラシャフトに変更するなどの大型化が不可欠である。しかし、
風車の上空へ運搬する場合、重量が増加するごとに事故の際の被害が大きくなる。
またロープチューブを使用する場合、ロープの本数を増加させるため、ロープ巻
込事故の可能性が増加する。

6. ポンピング運動方式の安全性に関しては、布製カイトであれば事故発生時の被害
を抑えることが可能であるが、グライダーなどの場合、航空機事故として扱われ
る危険がある。

以上の比較検討はGround-Gen方式に関する知見であり、風車運搬Fly-Gen方式に関し
てはこの限りではない。
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9 全体の総括
本章では第 1章から第 8章を総括する。

9.1 第1章

第 1章では、国内の過去のエネルギー状況、他の再生可能エネルギーに関する知見、
風力エネルギーの分類と問題点を列挙し、空中風力発電の概要と代表的な世界の空中風
力発電に関し報告した．その上で，研究の方針と目的をGround-Gen方式空中風力発電
の将来の実用化に向けた実験的基礎研究と位置づけ、実際の発電装置開発を含め、材料
工学・加工学・機構学などの機械工学の観点から、ポンピング方式と風車運搬方式の二
種類の方式それぞれの優位性や問題点の比較検討の実施と定めた。

9.2 第2章

第 2章では、空中浮上型風車を用いた発電の実現可能性を確認するため、発電実験
を建物屋上で実施し、その電力値や運用上の問題などを考察し、本発電方式の課題を
明らかにし、これを考察することでその後の研究の方針を定めた。具体的には，ロケッ
ト型気球を利用した空中浮上風車によるロープ・プロペラシャフト機構型Ground-Gen

方式による発電は可能であることを確認した。また本実験結果から後段の風車運搬式
Ground-Gen方式の研究においては以下の三つの研究の方針とすることとした。

• ロープの材料及び動力伝達特性に関する研究

• 空中運搬を目的とした軽量風車の設計開発の研究

• 風車を運搬することのできる気球以外の方法の研究

9.3 第3章

第 3章では、綿・クレモナ・ナイロンの３種類の繊維ロープの機械的性質に及ぼすね
じり回転の影響を研究し、強度・動力伝達性能の観点からロープ・プロペラシャフト機
構用ロープとしてナイロンを選定した。

9.4 第4章

第 4章では、本研究に多様する FDM方式 3Dプリント部品の成形方法別の引張強度
特性について研究し、以下の結論を得た。

1. 空冷を始めとする冷却射出ヘッドを使用することで、引張強度の向上が可能であ
ることを示した。
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2. 適切な射出温度下で造形を実施した場合、高速造形であっても強度は安定する。

3. 造形品の強度向上は、射出ヘッド供給部内で樹脂の熱膨張を抑え、適切な樹脂供
給を行ったこと、さらには、低粘度化によりバラス効果が発生し、射出樹脂同士
の接合が密になることに起因すると考えられる。

4. 無冷却射出ヘッドなどの不適切な温度管理のもとの樹脂射出による造形品の強度
が、適切に温度管理された射出ヘッドの造形品の強度に対して劣るのは、管内摩
擦になどの要因により、樹脂供給量不足からなる伸長現象を発生させ、樹脂同士
の接合が疎になり、延性破壊を起こすためである。

9.5 第5章

第 5章では、軽量高剛性コの字型垂直軸風車を製作した以下の結論を得た。

1. EPP・CFRP・3Dプリント材料により、シャフトを除き 1.6[kg]の軽量風車を成形
できる。

2. 本風車は風速 6[m/s]以上でなければ正の値の動力を発生させることができない。

3. 自家成形風車はハンドランチ法による精度を出すことは困難である。またコの字
翼端板は高い剛性を得る代わりに、空気抵抗を発生させる原因にもなる。

9.6 第6章

第 6章では、風車を上空へ運搬する手段として連凧の力学特性とその運用上の問題点
について検証し、連凧ロープ・プロペラシャフト方式発電実験を実施し、以下の知見を
得るに至った。

1. 延縄方式連凧は、上昇気流や乱流などが発生していない限定された気象条件での
み延縄に絡むことなく利用可能であり、2段機以降の張力の損失が大きい。しか
し、各カイトへの負荷が少なく破損の危険性は少ない。

2. スタック式連凧は、張力損失が少なく、計算による風車など貨物運搬可能重量予
測が容易である。

3. 計算張力値の高精度化には、地表状態値を作業現場ごとに求めるか、事前に何ら
かの手段により上空の風速を確認する必要がある。

4. 連凧により垂直軸ダリウス風車を上空に運搬し、ロープ・プロペラシャフトによ
り動力を地上発電機に伝達するGround-Gen方式発電を実施し、0.3[W]の発電を
確認した。
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9.7 第7章

第 7章では、空中風力発電の一手法であるポンピング発電システムにおいて、降下時
にも発電機の回転を停止させず、かつ発電機の回転エネルギーを消費しない機構の検討
を行った。このため、フリーホイール機構と定荷重バネ (ゼンマイバネ)を利用した自動
巻戻機構と、フライホイールストレンジを搭載したポンピング発電システムを開発し、
実験的に研究を行い、以下の結論を得るに至った。

1. 当該発電システムが空中風力発電の地上発電システムとして有効であることをカ
イトによるポンピング運動発電実験により示した。また同実験における計測不良
を補う解析を実施し、計算電力値が実験地と一致したことから各計算式が有効で
あることを示した。

2. 発電電力増加実験の結果より、巻戻機構などの損失トルクの低減や、テザー放出
時間の延長により電力を増加させた。またスプロケット比を変更しても総エネル
ギー量に影響を与えない。

3. これらの結果から、今回提案したシステムが巻取り時にも電力を消費せずに運用
可能であることを示し、ポンピング方式空中風力発電用地上発電システムに特化
した設計計算法を確認した。

4. 本研究により導き出た数式を利用することで、従来の上空機のエネルギー計算シ
ミュレーションの結果を入力し、最終的な電力を示すことができるようになり、ポ
ンピング運動発電システム全体のシミュレーションが可能となった。

5. フライホイールそのものは十分に機能したが、遠心力により分銅の半径が可変す
ることが有効であったか十分に検証できなかった。これについては今後の研究課
題とする。

9.8 第8章

第 8章では、はロープ・プロペラシャフト風車運搬方式とカイトコントロール・ポン
ピング運動方式の 2方式のGround-Gen方式について「エネルギー変換効率」「経済性」
「安全性」の三点について比較検討を実施し、以下の結論に至った。

1. 風車運搬方式のエネルギー変換効率に関しては動力採取を行う風車の段階で、最大
で採取可能な動力は約 60[%]で、一般的には 10[%]前後であり、後段の軸受・ロー
ププロペラシャトでも大きな損失が発生する。これは材料強度や要素数が増える
ことでエネルギー密度が低下することに由来する。

2. ポンピング運動方式のエネルギー変換効率に関しては、発電機の効率が最も大き
い損失であり、係留テザーの伸びによるエネルギー損失は誤差の範囲内である。
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3. 風車運搬方式の経済性に関しては、高出力化すると共に風車の大型化や部品点数
の増加により重量が増加するため、上空機の大型化あるは連凧の機体数増加が不
可欠である。これにより単価や運送料の増加だけでなく保険料なども増加する。

4. ポンピング運動方式の経済性に関しては、同程度の風車運搬方式に比べ地上機に
ついては小型で部品点数も少ないものが使用可能でコストを抑えることが可能で
ある。しかし上空機に関しては布製カイトを使用するかグライダー型航空機を使
用するかで大きく変動する。

5. 風車運搬方式の安全性に関しては、高出力化には風車や単プロペラシャフトをロー
プチューブプロペラシャフトに変更するなどの大型化が不可欠である。しかし、
風車の上空へ運搬する場合、重量が増加するごとに事故の際の被害が大きくなる。
またロープチューブを使用する場合、ロープの本数を増加させるため、ロープ巻
込事故の可能性が増加する。

6. ポンピング運動方式の安全性に関しては、布製カイトであれば事故発生時の被害
を抑えることが可能であるが、グライダーなどの場合、航空機事故として扱われ
る危険がある。　　

7. ただし、以上の比較検討はGround-Gen方式に関する知見であり、風車運搬 Fly-

Gen方式に関してはこの限りではない。
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